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１．薬局、薬剤師の概況



薬局数の推移等

出典）第19回～第22回医療経済実態調査

※宮城県及び福島県の一部は集計されていない。

出典）衛生行政報告例

○ 薬局数は増加している（令和元年度は約６万）。
○ 20店舗以上を経営する薬局の割合は増加傾向にある。

参考：一般診療所102,616施設、病院8,300施設
（令和元年10月１日現在：令和元年医療施設調査）
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n=915 n=911 n=1,089 n=1,038



（出典）医師、歯科医師、薬剤師統計
※ 平成26年より病院・診療所それぞれの従事者数も調査している

薬剤師数の推移
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○ H30年12月31日現在における届出薬剤師数は31.1万人、このうち薬局薬剤師数は18.0万人、医療
施設（病院・診療所）の薬剤師は6.0万人である。

（万人）



102,616 60,171 8,300 

医療機関及び薬局の施設数、薬剤師数、処方箋発行枚数

○ 薬局では、約６万施設に約18万人の薬剤師が従事。一方、病院では、約8,300施設に約5.4万人の薬
剤師が従事。また、診療所では、約10.3万施設に約5,800人の薬剤師が従事。

○ 処方箋の発行元は診療所が約８割。

出典：以下の情報に基づき医療課において作成
①医療機関の施設数：医療施設調査（令和元年度）、②薬局の施設数：衛生行政報告例（令和元年度）、③薬剤師数：医師・歯科医師・薬剤師統計（平成30年度）、④処方箋発行枚数：調剤医療費（電算処理
分）の動向（令和２年度）
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１ 施設数、薬剤師数

２ 年間処方箋発行回数（億回）
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（約78%）
（約22%）

計：約7.5億回

施設数

薬剤師数 5,806人
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（出典）保険調剤の動向（日本薬剤師会）

令和２年度
処方箋受取率75.7％

（令和元年度薬局数60,171）

処方箋受取率の年次推移
○ 令和２年度の処方箋発行枚数は約7.3億枚で、処方箋受取率は75.7％。
○ 令和２年度の処方箋発行枚数は、令和元年度（処方箋発行枚数約8.2億枚）と比較して、新型コロナウイルス感染
拡大の影響により減少したと考えられる。（▲約11％）

処
方
箋
受
取
率
（
％
）
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○ １店舗における1日当たりの勤務薬剤師数は平均で2.58人で、「1.1～2人」の割合が最も多かった。
○ １ヶ月間の処方箋受付回数は平均で約1,200回で、「501～1000回」の割合が最も多かった。

出典：令和２年度厚生労働省保険局医療課委託調査「薬局の機能に係る実態調査」

N=933

平均：2.58人 平均：約1,200回／月
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１薬局/薬剤師１人あたり処方箋枚数の推移

（出典）医師・歯科医師・薬剤師統計、衛生行政報告例

※平成22年度の薬局数は宮城県と福島県相双保健福祉事務所管轄内の市町村を含まない。
※計算で用いた薬局薬剤師数については、医師・歯科医師・薬剤師統計の調査年以外の年は、前後の年の平均値としている。

○ １薬局当たりの年間処方箋枚数は、ここ数年間は同程度で推移している。
○ 薬局薬剤師１人当たりの年間処方箋枚数は、減少傾向が続いている。

13,626枚/薬局

4,502枚/薬剤師

第１回 薬剤師の養成及び
資質向上等に関する検討会

令和２年７月10日 資料２
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「医療費の動向」、「調剤医療費（電算処理分）の動向」（厚生労働省保険局調査課）を基に作成
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概算医療費総額

調剤医療費の推移

○ 令和２年度の概算医療費は約42.2 兆円であった。
○ 調剤医療費は約7.5兆円で、その内訳は、薬剤料が約5.6兆円、技術料が約1.9兆円であった。

調剤医療費は約7.5兆円
そのうち技術料は
約1/4の1.9兆円
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※医科（入院外、入院）及び歯科には、薬剤料が含まれる。
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調剤医療費の内訳（令和２年度分）

○ 令和２年度の調剤医療費の内訳は、技術料が約1.9兆円、薬剤料が約5.6兆円であった。
○ 技術料（約1.9兆円）の内訳は、調剤基本料が約5,500億円、調剤料が約8,100億円、加算料

が約1,400億円、薬学管理料が約3,700億円であった。

調剤医療費の内訳（令和２年度分） 金額（億円）

技術料 18,779

調剤基本料 5,536

調剤料 8,101

加算料 1,409

薬学管理料 3,733

薬剤料 56,058

出典）調剤医療費の動向（令和２年度）より医療課にて作成

（参考）処方箋１枚あたりの調剤報酬（平均9,849円,令和２年度）の内訳

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

調剤基本料 調剤料 調剤料の加算料 薬剤管理料 薬剤料 特定保険医療材料料

薬学管理料（平均490円，5.0％）
・薬剤服用歴管理指導料（43点又は57点）
・かかりつけ薬剤師指導料（76点）等

特定保険医療材料料
（平均20円，0.2％）

薬剤料
（平均7,363円，74.8％）

技術料（平均2,467円，25.0％）

調剤基本料
（平均727円，7.4％）

調剤料
（平均1,064円，10.8％）

調剤料の加算料
（平均185円，1.9％）
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調剤報酬の体系

 調剤報酬は、調剤基本料、調剤料、薬学管理料、薬剤料等から構成されている。

12

＜調剤報酬の構成＞

調剤技術料

調剤基本料

調剤料

薬学管理料

薬剤料

特定保険医療材料料

薬剤服用歴管理指導料

かかりつけ薬剤師指導料

服薬情報等提供料

（医薬品の備蓄（廃棄、損耗を含
む）、建物、調剤用機器等の体制整
備に関する経費）

など

（加算料） ・地域支援体制加算
・後発医薬品調剤体制加算

（加算料） ・一包化加算
・自家製剤加算
・計量混合調剤加算など

（処方内容の確認、医師への問合せ
（疑義照会を含む）、薬剤調製、調剤録
の作成・保存等の業務に係る技術料）

（加算料） ・麻薬指導加算
・重複投薬・相互作用等防止加算等

（加算料） ・麻薬指導加算
・重複投薬・相互作用等防止加算等

（薬剤師の対人業務（患者や医療関係者とのやり取り）
などを評価したもの）

（患者ごとの薬歴管理、薬剤情報
提供文書を用いた説明・服薬指
導、後発医薬品の説明、残薬の
整理など）



技術料に占める調剤基本料、調剤料、薬学管理料（点数ベース）の割合

○ 「調剤料」の占める割合は近年減少傾向にあるが、引き続き技術料の50%を超えている。
○ 対人業務を評価する「薬学管理料」の占める割合は、近年20%程度。

出典）社会医療診療行為別統計に基づき医療課が作成
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２．薬局に関する指摘事項等
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医薬分業が目指すもの

○ 医師が患者に処方箋を交付し、薬剤師がその処方箋に基づき調剤を行い、医師と薬剤師がそれぞ
れの専門分野で業務を分担することによって、医療の質の向上を図ることを目指す

○ 薬剤師が、薬剤服用歴（服薬状況、副作用やアレルギー歴などの状況、相談内容等）の
確認などにより、患者の服薬情報を一元的・継続的に把握した上で、薬剤師の持つ薬理
学、薬物動態学、製剤学などの薬学的知見に基づいて薬学的管理・指導が行われること
により、複数診療科受診による重複投薬、相互作用の有無の確認などが可能となること。

○ 薬剤師が、処方した医師・歯科医師と連携して、薬の効果、副作用、用法などについて
患者に説明（服薬指導）することにより、患者の薬に対する理解が深まり、調剤された薬を
適切に服用することが期待できること。

薬物療法の有効性、安全性の向上

医療の質の向上

医師と薬剤師が相互に専門性を発揮することによる効果
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医薬分業に対する厚生労働省の基本的な考え方

今後の薬局の在り方（イメージ）

医療機関Ａ 門前薬局a

医療機関Ｂ
門前薬局b

かかりつけ医・医療機関
かかりつけ薬剤師・薬局

現状 今後

処方箋
自宅 地域の薬局

受診

地域の医療機関

ケアマネジャー

栄養士

訪問看護ステーション
看護師

医療機関Ａ

医療機関Ｂ

処方箋

自宅

受診

地域包括ケア
連携

連携

多くの患者が門前薬局で薬を受け取っている。
患者はどの医療機関を受診しても、
身近なところにあるかかりつけ薬局に行く。

○薬局の薬剤師が専門性を発揮して、患者の服用薬について一元的な薬学的管理を実施。
○これにより、多剤・重複投薬の防止や残薬解消なども可能となり、患者の薬物療法の安全性・有
効性が向上するほか、医療費の適正化にもつながる。

受診

受診

在宅
訪問

平成27年5月21日規制改革会議健康・
医療WG 厚生労働省提出資料（改）
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「患者のための薬局ビジョン」～「門前」から「かかりつけ」、そして「地域」へ～

・ 要指導医薬品等を適切に選択できるような供給機能
や助言の体制

・ 健康相談受付、受診勧奨・関係機関紹介 等

・ 専門機関と連携し抗がん剤の副作用対応や抗
HIV薬の選択などを支援 等

かかりつけ薬剤師・薬局

☆ 副作用や効果の継続的な確認

☆ 多剤・重複投薬や相互作用の防止 ・ 24時間の対応

・ 在宅患者への薬学的管理・服薬指導

☆ 夜間・休日、在宅医療への対応

☆ 国民の病気の予防や健康サポートに貢献 ☆ 高度な薬学的管理ニーズへの対応

☆ 副作用・服薬状況
のフィードバック

○ ＩＣＴ（電子版お薬手帳等）を活用し、

・ 患者がかかる全ての医療機関の処方情報を把握

・ 一般用医薬品等を含めた服薬情報を一元的・継続
的に把握し、薬学的管理・指導

☆ 医療機関への
受診勧奨

☆処方内容の照会・
処方提案

☆ 医薬品等に関する相談
や健康相談への対応

※ 地域の薬局・地区薬剤師会との連携のほか、へき地等
では、相談受付等に当たり地域包括支援センター等と
の連携も可能

医療機関等との連携

24時間対応・在宅対応
服薬情報の一元的・継続的把握と
それに基づく薬学的管理・指導

健康サポート機能 高度薬学管理機能
健康サポート薬局

☆ 医療情報連携ネット
ワークでの情報共有

平成27年10月23日公表
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・処方箋受取・保管

・調製(秤量、混合、分割)

・薬袋の作成

・報酬算定

・薬剤監査・交付

・在庫管理

 医薬関係団体・学会等で、
専門性を向上するための
研修の機会の提供

 医療機関と薬局との間で、
患者の同意の下、検査値や
疾患名等の患者情報を共有

 医薬品の安全性情報等の
最新情報の収集

・処方内容チェック
（重複投薬、飲み合わせ）

・医師への疑義照会

・丁寧な服薬指導

・在宅訪問での薬学管理

・副作用・服薬状況の
フィードバック

・処方提案

・残薬解消

「患者中心の業務」

「薬中心の業務」
専門性＋コミュニケーション

能力の向上

薬中心の業務

薬中心の業務

患者中心の業務 患者中心の業務

～対物業務から対人業務へ～

○かかりつけ薬剤師としての役割の発揮に向けて

「患者のための薬局ビジョン」～「門前」から「かかりつけ」、そして「地域」へ～

18



薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会 とりまとめ（抜粋）
令和3年6月30日公表

①薬局

○ 地域において薬剤師が役割を十分に発揮するためには、薬剤の調製などの対物業務を医療安全確保のもと
適切かつ効率的に実施することが重要であり、その前提のもと、引き続き、対物中心の業務から、患者・住民との
関わりの度合いの高い対人業務へとシフトすることにより、薬物療法や健康維持・増進の支援に一層関わり、患
者・住民を支えていくことが求められる。具体的には以下のとおりである。

○ 薬機法改正により、調剤後の継続的な服薬状況の把握・指導が義務づけられたことも、服用期間中の薬物
療法に積極的に関わっていくことを求めたものであり、患者に寄り添った対応が必要である。また、本年８月からは
認定薬局（地域連携薬局、専門医療機関連携薬局）制度が施行され、医療機関等と連携しながら薬剤師
の専門性を発揮していくことが今後期待される。

○ 地域包括ケアシステムの中で役割を果たすためには、各地域の実情に応じ、他の職種や医療機関等と連携し、
患者に対して一元的・継続的な薬物療法を提供することが重要であり、そのような取組を通じて、ポリファーマシー
や重複投薬、相互作用の防止、残薬解消を含む適切な薬学的管理を行っていく必要がある。そのためには、医
療機関等の業務、薬剤師や他の職種が担う役割についても理解しておくことが必要となる。特に、医療機関との
連携に関しては、医療現場の業務を理解したうえで、患者の治療状況も把握・理解しておくことが必要であり、
医療機関における会議・研修等に参加することなどの連携を充実させるための取組が効果的である。また、介護
施設や居宅における在宅医療へ関わるために、介護関係施設等との会議・研修等への参加も同様である。

○ なお、医療機関の敷地内に薬局が開設されることがあるが、その際、単に同敷地内の医療機関とだけ連携す
る状況が見られる。また、医療機関の近くにあるいわゆる門前薬局においても、当該医療機関から交付された処
方箋の応需に特化する場合がある。このように特定の医療機関に依存する薬局の薬剤師は、地域の患者や住
民との関わりの高いサービスを提供しているとはみなされず、患者本位の医薬分業とはならない。地域の医療機
関、薬局等と連携しつつ、地域包括ケアシステムの一員として患者・住民を支えていく役割を果たす必要がある。

今後の薬剤師が目指す姿（抜粋）
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薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会 とりまとめ（抜粋）
令和3年6月30日公表

①薬局（続き）

○ 服薬状況の把握・指導、医療・介護関係者との連携等の業務は、今後ICTの活用等により、医療の質を向
上させつつ、より効率的に行っていくことが必要となる。今後はデータヘルス集中改革プランの進展に伴う電子処
方箋やオンライン服薬指導等の取組のほか、電子版お薬手帳の活用により、薬剤師が扱う患者情報を含め業
務が大きく変わっていくことが予想される。このような動きも踏まえ、ICTを活用した薬剤師の業務を積極的に考
えていくことが必要となる。

○ 対人業務を充実する一方で、調剤業務の機械化、薬剤師以外の職員による対応等により対物業務の効率
化を進めるとともに、医療安全の確保に必要な管理体制等の検討も必要となる。

○ 薬局は小規模で薬剤師が少人数の施設が多いが、今後、薬局に求められる役割・業務の充実を考えると、
小規模の薬局では単独で全ての役割を担うことが困難になることも考えられる。そのため、地域全体で求められ
る薬局・薬剤師サービスを提供する観点から、小規模薬局それぞれが対応可能な役割を踏まえつつ、薬局間
で業務を補完するような連携についても考えていく必要がある。

今後の薬剤師が目指す姿（抜粋）
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医薬分業の今後のあり方について①
「薬剤師が本来の役割を果たし地域の患者を支援するための医薬分業のあり方について（薬機法等制度改正に関するとり
まとめ）」（平成30年12月25日厚生科学審議会医薬品医療機器制度部会）から診療報酬に関連し得る主な内容を抜粋

１．医薬分業の現状

○ （前略）厚生労働省の調査では、薬局において応需した処方箋のうち約2.8％について疑義照会が行われ、応需
処方箋の約1.0％が処方変更につながっていることが示されるなど、一定の役割を果たしてきた。その一方で近年、これ
まで長らく薬局においては概して調剤における薬剤の調製などの対物中心の業務が行われるにとどまり、薬剤師による
薬学的管理・指導が十分に行われているとはいえず、そのような状況下での医薬分業については、患者にとってのメリッ
トが感じられないとの指摘や、公的医療保険財源や患者の負担に見合ったものになっていないとの指摘がされるように
なってきている。

○ （前略）1970年代以降、診療報酬で処方箋料の引上げや薬価差解消等の措置がとられたこともあり、処方箋受
取率は上昇を続け、現在では処方箋受取率７割 、薬局数は５万９千を超えている。費用面では、調剤技術料は
調剤報酬改定での引上げもあって直近で1.8兆円に達しており、収益を内部留保として積み上げている薬局もある。

○ このような中で、厚生労働省は、平成27年に患者本位の医薬分業の実現に向けて「患者のための薬局ビジョン」を
策定し、かかりつけ薬剤師・薬局を推進して、薬剤師の業務を対物業務から対人業務を中心とした業務へシフトさせ、
薬剤師がその専門性を発揮するよう、医療保険制度等における対応も含めて施策を進めてきた。

○ 今回、本部会では、薬剤師・薬局のあり方と併せて医薬分業のあり方に関して議論してきたが、医薬分業により、医
療機関では医師が自由に処方できることや医薬品の在庫負担がないことに加え、複数の医療機関を受診している患
者について重複投薬・相互作用や残薬の確認をすることで、患者の安全につながっているという指摘がある一方で、現
在の医薬分業は、政策誘導をした結果の形式的な分業であって多くの薬剤師・薬局において本来の機能を果たせて
おらず、医薬分業のメリットを患者も他の職種も実感できていないという指摘や、単純に薬剤の調製などの対物中心の
業務を行うだけで業が成り立っており、多くの薬剤師・薬局が患者や他の職種から意義を理解されていないという危機
感がないという指摘、さらには、薬剤師のあり方を見直せば医薬分業があるべき姿になるとは限らず、この際院内調剤の
評価を見直し、院内処方へ一定の回帰を考えるべきであるという指摘があった。このことは関係者により重く受け止めら
れるべきである。 21



医薬分業の今後のあり方について②
「薬剤師が本来の役割を果たし地域の患者を支援するための医薬分業のあり方について（薬機法等制度改正に関するとり
まとめ）」（平成30年12月25日厚生科学審議会医薬品医療機器制度部会）から診療報酬に関連し得る主な内容を抜粋

２．今後の地域における薬物療法の提供に当たっての患者支援のあり方

○ （前略）患者は、外来、在宅、入院、介護施設など複数の療養環境を移行することから、療養環境に関わらず、
医師と薬剤師が密に連携し、他の職種や関係機関の協力を得ながら、患者の服薬状況等の情報を一元的・継続的
に把握し、最適な薬学的管理やそれに基づく指導を実施することが重要となっている。

○ （前略）がんの薬物療法に関して、経口薬が増加して外来で処方される機会が多くなっているなど、専門性が高い
薬学的管理が継続的に必要となる薬物療法が提供される機会が増加している。このような状況に適切に対応するた
めには、臨床現場で専門性が高く、実践的な経験を有する医療機関の薬剤師が中心的な役割を果たしつつも、地域
の実情に応じて、一定の資質を有する薬局の薬剤師が医療機関の薬剤師と連携しながら対応することが望ましいと考
えられる。

○ （前略）薬剤師・薬局が経済的な利益の追求や効率性にのみ目を奪われ、このような機能を果たさず、調剤にお
ける薬剤の調製などの対物中心の業務にとどまる場合には、患者にとってメリットが感じられないものとなり、今後の患者
に対する医薬分業の地域医療における意義は非常に小さくなると言わざるを得ない。

○ 本部会での議論では、現在の薬局薬剤師と比較して、医療機関の薬剤師は医療への貢献度が他の職種から見て
もわかりやすく、その役割が見える存在になっている一方で、医療機関の薬剤師業務が十分評価されておらず、医療
機関の薬剤師の総数が薬局の薬剤師に比較して増えていないとの指摘があった。

○ 今後、薬局薬剤師と医療機関の薬剤師が連携して、外来や入退院時に患者情報等の共有を行いながら切れ目の
ない薬学的管理と患者支援を行うことが一層求められると考えられるが、そのためには、医療機関の薬剤師の役割はさ
らに重要になってくる。
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医薬分業の今後のあり方について③
「薬剤師が本来の役割を果たし地域の患者を支援するための医薬分業のあり方について（薬機法等制度改正に関するとり
まとめ）」（平成30年12月25日厚生科学審議会医薬品医療機器制度部会）から診療報酬に関連し得る主な内容を抜粋

３．おわりに

○ 本部会では、今回、薬剤師・薬局のあり方と医薬分業のあり方に関して幅広く議論してきたが、これには、薬剤師法
や薬機法上の措置のほか、医療保険制度や介護保険制度における報酬上の措置、医療法における医療計画上の
措置など関連制度が密接に関係する。そのため、それら関連制度の検討に当たっては、今回の本部会での議論を踏ま
えることが期待される。

○ （前略）医療保険制度における対応においては、平成28年度改定以降の調剤報酬改定において、患者本位の
医薬分業となるよう、累次にわたる改定で見直しを進めるとされたが、今回の制度部会での議論も十分踏まえ、患者
のための薬局ビジョンに掲げた医薬分業のあるべき姿に向けて、診療報酬・調剤報酬において医療機関の薬剤師や薬
局薬剤師を適切に評価することが期待される。
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３．対人業務に係る評価について
① 総論

② かかりつけ薬剤師・薬局の推進について

③ 重複投薬、ポリファーマシー及び残薬等への対応に係る評価

④ 保険薬局と保険医療機関との連携について

⑤ 医療的ケア児の薬学的管理について

24
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28.5

50.2

33.1

18.4

16.4

8.5

17.2

0 20 40 60 80 100

ア. 以前からよく利用している薬局だから

イ. 自宅から近いから

ウ. 受診している病院・診療所から近いから

エ. 信頼できる薬剤師がいるから

オ. 早く薬を渡してくれるから

カ. いつでも電話相談等の連絡が可能だから

キ. 市販薬や介護用品なども含めて、様々な相談に応じてくれるから

ク. 居心地の良い雰囲気があるから

（％）

患者が薬局に求める機能・患者が薬局を選択する理由

77.8

48.1

5.3

11.7

23.7

61.6

17.3

2.5

1.2

0 20 40 60 80 100

ア. 複数の医療機関を受診した場合でも、あなたが飲んでいる全ての薬について飲み合わせや重複等をチェックしてくれること

イ. 副作用が出ていない事や期待される効果が出ているかについて、継続的に確認してくれること

ウ. 在宅医療を受けている患者の家を訪問し、薬の説明や飲み忘れ等を確認してくれること

エ. かかりつけ医など医療や介護に関する他の職種と連携して、飲み残し、飲み忘れなどの確認を行ってくれること

オ. 後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用について分かりやすく説明してくれること

カ. 気軽に薬や健康に関する相談ができること（薬は一般用医薬品等も含む）

キ. 話しにくい相談について、プライバシーの配慮がされた上で相談ができること

ク. その他

ケ. 無回答

（％）

（１）患者が薬局に求める機能（回答患者数=1466，複数回答） （２）患者が薬局を選択する理由（回答患者数=1466，複数回答）

○ 患者が薬局に求める機能として、「服用薬の一元的・継続的な確認をしてくれること」や「気軽に薬や健康に関する相
談ができること」という回答が多かった。

○ 患者が薬局を選択する理由としては、「以前からよく利用している薬局だから」、「受診している病院・診療所から近い
から」、「信頼できる薬剤師がいるから」の順に多かった。

出典：薬局の機能に係る実態調査（令和３年度医療課委託調査）速報値
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処方内容の疑義照会
重複投薬・相互作用等防止加算（残薬調整以外：40点・残
薬調整：30点／１回につき））
処方医に対して照会を行い、処方変更が行われた場合に算定

薬局における対人業務の主な評価

 薬剤服用歴管理指導料（43点又は57点/１回につき）

○ 薬剤の基本的な説明
薬歴を踏まえ、薬剤情報提供文書により、薬剤の服用に関する基本的な説明（薬

剤の名称、形状、用法・用量、効能・効果、副作用・相互作用、服用及び保管上の
注意事項等）を行う。

○ 患者への必要な指導
患者の服薬状況や服薬期間中の体調の変化、残薬の状況等を踏まえ、投与される

薬剤の適正使用のために必要な服薬指導を行う。（手帳を用いる場合は、調剤を
行った薬剤について、①調剤日、②当該薬剤の名称、③用法・用量等を記載する。）

○ 薬歴への記録
①患者の基礎情報、②処方・調剤内容等、③患者の体質・生活像・後発医薬品

使用に関する意向、④疾患に関する情報、⑤併用薬に関する状況、⑥服薬状況
（残薬を含む）、⑦服薬中の体調の変化等を記載する。

医療機関への情報提供
服薬情報等提供料（20又は30点／月１回まで）
保険医療機関等の求めがあった場合に、必要な情報を文書に

より提供等した場合に算定

残薬への対応
外来服薬支援料（185点／月１回まで)
①自己による服薬管理が困難な患者に対し、一包化や服薬カ

レンダー等を用いて薬剤を整理
②患者が保険薬局に持参した服用薬の整理等の服薬管理を

実施（ブラウンバッグ運動）し、保険医療機関に情報提供し
た場合に算定

基本的な服薬指導

ポリファーマシー対策
服用薬剤調整支援料１（125点／月１回まで）
保険薬剤師が処方医に減薬の提案を行い、処方薬が２種類

以上減少した場合に算定
服用薬剤調整支援料２（100点／3月に１回まで）
保険薬剤師が処方医に減薬等の提案を行った場合に算定

乳幼児（６歳未満）に対する服薬指導
乳幼児服薬指導加算 （12点／１回につき）
乳幼児等に対し、服用に関して必要な指導を行い、かつ、当該内容を手帳に記載

ハイリスク薬に対する管理指導
特定薬剤管理指導加算１ （10点／１回につき）
ハイリスク薬の服用状況、副作用の有無等を確認し、薬学的管理・指導

麻薬に対する管理指導
麻薬管理指導加算 （22点／１回につき）
麻薬の服用及び保管の状況、副作用の有無等を確認し、薬学的管理・指導

吸入薬に対する管理指導
吸入薬指導加算 （30点／３月に１回まで）
喘息等の患者に対し吸入薬の吸入指導等を行い、その結果等を医療機関へ情報提供

処方箋受付時にその場で対応

上記以外（時間をかけて対応）

調剤後薬剤管理指導加算（30点／月１回まで）
インスリン製剤等が処方等された患者に対し、必要な薬学的管理指導を
行い、その結果等を保険医療機関に文書により情報提供した場合に算定

特定薬剤管理指導加算２（100点／月１回まで）
薬局が患者のレジメン（治療内容）等を把握した上で、抗がん剤を注射
された悪性腫瘍の患者に対し、必要な薬学的管理指導を行い、その結果
等を保険医療機関に文書により情報提供した場合に算定

調剤後のフォローアップの評価
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薬学管理料の算定状況について（令和２年６月審査分）

出典：社会医療診療行為別統計（令和２年6月審査分） 27

項目 点数
算定回数

（R2年6月審査分）

１ 薬剤服用歴管理指導料

①3月以内にお薬手帳を持参して再来局した患者 ①43点 31,103,321
②①以外の患者 ②57点 18,299,870
③特別養護老人ホーム入所者 ③43点 627,939
④オンライン服薬指導 ④43点 140

２ かかりつけ薬剤師指導料 76点 730,742
麻薬管理指導加算 22点 25,408

重複投薬・相互作用等防止加算
①残薬以外 ①40点 111,106
②残薬 ②30点 170,178

特定薬剤管理指導加算１ 10点 6,410,119
特定薬剤管理指導加算２ 100点 368
乳幼児服薬指導加算 12点 1,411,975

３ かかりつけ薬剤師包括管理料 291点 627

4
服薬情報等提供料

（月1回まで（患者・家族等への情
報提供の場合を除く））

①保健医療機関の求めがあった場合 ①30点 10,648

②患者・家族等の求めがあった場合又は保険薬剤師が必要性を認めた場合 ②20点 29,716

５ 外来服薬支援料（月1回まで） 185点 10,323

６
服用薬剤調整支援料１（月1回まで） 125点 402
服用薬剤調整支援料２（３月に1回まで） 100点 703

在宅関係

７
在宅患者訪問薬剤管理指導料

（患者1人に月4回まで）

①単一建物診療患者が１人 ①650点 21,864
②単一建物診療患者が２～９人 ②320点 3,598
③単一建物診療患者が10人以上 ③290点 5,795
④在宅患者オンライン服薬指導料 ④57点 6

８
在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料１（１、２合計で月4回まで） 500点 5,348
在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料２（１、２合計で月4回まで） 200点 14,474

９ 在宅患者緊急時等共同指導料（月２回まで） 700点 47
麻薬管理指導加算 100点 1,256
乳幼児加算（６歳未満の場合） 100点 1,452

10 退院時共同指導料（入院中１回まで） 600点 91

11 在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料
①残薬以外 40点 2,069
②残薬 30点 13,195

12 経管投薬支援料 100点 161



３．対人業務に係る評価について
① 総論

② かかりつけ薬剤師・薬局の推進について

③ 重複投薬、ポリファーマシー及び残薬等への対応に係る評価

④ 保険薬局と保険医療機関との連携について

⑤ 医療的ケア児の薬学的管理について
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１ 原則３月以内に再度処方箋を持参した患者に行った場合 43点（１回につき）
２ １の患者以外の患者に対して行った場合 57点（１回につき）
３ 特別養護老人ホーム入所者に対して行った場合 43点（１回につき）
４ 情報通信機器を用いた服薬指導を行った場合 43点（月１回まで）
※ 3月以内に再度処方箋を持参した場合でも、薬剤服用歴管理指導料の２（57点）を算定する。

＜主な業務＞
(１）薬剤の基本的な説明
薬剤服用歴を踏まえ、薬剤情報提供文書により、薬剤の服用に関する基本的な説明（薬剤の名称、形状、用法・用量、効能・効果、副作用・相互作

用、服用及び保管上の注意事項等）を行う。

(２) 患者への必要な指導
患者又はその家族と対話することにより、患者の服薬状況や服薬期間中の体調の変化、残薬の状況等の情報を収集し、それらを踏まえ、投与される薬剤の

適正使用のために必要な服薬指導を行う。
※手帳を用いる場合は、調剤を行った薬剤について、①調剤日、②当該薬剤の名称、③用法・用量等を記載

(３) 薬剤服用歴（薬歴）への記録
①患者の基礎情報、②処方及び調剤内容、③患者の体質・生活像・後発医薬品使用に関する意向、④疾患に関する情報（既往歴、治療中の疾患の

情報）、⑤併用薬に関する状況、⑥服薬状況（残薬を含む）、⑦服薬中の体調の変化等を記載する。

ハイリスク薬に対する薬学的管理指導
特定薬剤管理指導加算１ （10点／１回につき）

ハイリスク薬の服用の状況、副作用の有無等を確認し、必要な薬学的管理・指導

がん患者に対する薬学的管理指導
特定薬剤管理指導加算２ （100点／月１回まで）

レジメンを確認し、必要な薬学管理・指導を行った上で、副作用の有無等を確認し、
結果を医療機関に情報提供した場合に算定

吸入薬に対する薬学的管理指導
吸入薬指導加算 （30点／3月に１回まで）

喘息等の患者に吸入手技の指導を行い、結果を医療機関に情報提供した場合に算定

調剤後の薬学的管理指導
調剤後薬剤管理指導加算 （30点／月に１回まで）

糖尿病患者に対し、電話等で服薬状況等を確認し、結果を医療機関に情報提供

処方内容の疑義照会
重複投薬・相互作用等防止加算
（残薬調整以外：40点・残薬調整：30点／１回につき））
処方医に対して照会を行い、処方変更が行われた場合に算定

乳幼児（６歳未満）に対する服薬指導
乳幼児服薬指導加算 （12点／１回につき）

患者又はその家族に対し、服用に関して必要な指導を行い、かつ、
当該内容を手帳に記載した場合に算定

麻薬に対する管理指導
麻薬管理指導加算 （22点／１回につき）

麻薬の服用及び保管の状況、副作用の有無等を確認し、必要な薬学的管理・
指導を行った場合に算定

薬剤服用歴管理指導料の加算

薬剤服用歴管理指導料
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薬局での調剤業務の流れについて

〇 薬局の調剤業務は、①患者情報等の確認、②処方内容の確認、③調剤設計、④薬剤の調製・取りそろえ、⑤最
終監査、⑥患者への服薬指導・薬剤の交付、⑦調剤録、薬歴の作成などのステップから構成される。

②処方内容の確認
ア 処方箋の記載内容
・患者情報、保険情報、医療機関情報、処方箋使用期限 等

イ 処方薬に関する確認
・承認内容との適合（用法・用量等）
・重複投与
・併用禁忌、配合変化 等

ウ 患者情報に基づく確認
・併用禁忌、重複投与
・患者個人の状況を踏まえた用法・用量の適正性の確認（例：
腎機能、小児の体重） 等

①お薬手帳、患者への聞き取り、薬剤服用歴等で確認する事項

ア 患者の基礎情報（氏名、生年月日、性別等）
イ 患者の体質（アレルギー歴、副作用歴）
ウ 薬学的管理に必要な患者の生活像
エ 既往歴、合併症、他科受診の状況
オ 併用薬等（処方薬、一般用医薬品、健康食品）
カ 前回処方
キ 服薬状況（残薬の状況を含む）
ク 患者の服薬中の体調の変化
ケ 臨床検査値 等

青枠部分：主に｢調剤料｣で評価している部分
緑枠部分：主に｢薬学管理料｣で評価している部分

処方箋の受付、保険証の確認

患者情報等の確認
お薬手帳の確認

後発医薬品の希望の有無の確認
薬剤服用歴（薬歴）の確認 等

処方内容の確認

薬剤の調製・取りそろえ

最終監査

調剤した医薬品の（ア）薬剤情報提供、（イ）服薬指導
薬剤の交付

会計

調剤録・薬歴の作成

医
療
機
関

①

②

④

⑤

⑥

⑦

調剤設計③
確
認
結
果
を
活
用

確認結果を活用

問合わせ
（疑義照会を含む）

処方変更等
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 ５箇所の薬局における外来患者を対象に、76枚の
処方箋について調査

 処方箋1枚の受付から薬剤交付・記録までの時間を
業務ごとに測定

 なお、調剤のうち、計数調剤（錠剤等を取り揃え
る行為）の業務を測定（液剤等の計量調剤、一包
化を要する業務は、本測定には含まれていない）。

出典
※１：３．働き方に関する調査 ②薬局の薬剤師調査
※２：２．タイムスタディ調査 ①薬局における薬剤師業務時間

○ 直近出勤日１日の処方箋調剤に関する業務の累計時間は９時間45分、そのうち「服薬指
導」の累計時間が最も長く１時間50分、次いで「薬歴への記載」の時間が長く１時間25分
であった。

○ タイムスタディによる薬局における処方箋１枚の処理に要する平均時間は12分41秒である。

（１） 処方箋による調剤に関わる業務※１

0 20 40 60 80 100 120

⑩その他

⑨会計・レセプト業務

⑧一包化

⑦計数調剤（水剤・散剤など）

⑥計数調剤

⑤薬歴への記載

④服薬指導

③鑑査・疑義照会

②処方箋入力作業

①受付前確認 30分15秒

52分9秒

1時間22分40秒

1時間50分19秒

1時間25分17秒

1時間11分38秒

27分15秒

49分01秒

32分20秒

44分38秒

（分）

全体：９時間45分32秒

処方箋調剤に関する業務に係る時間
第９回 薬剤師の養成及び
資質向上等に関する検討会

令和３年６月４日 参考資料２（改）

業務内容 平均値（分）
受付・薬袋準備 01:08
薬歴確認・処方箋監査 02:26
計数調剤 02:33
監査 03:05
薬剤交付・服薬指導 03:29
合計 12:41

（２） 処方箋１枚の処理時間※２

31



○ 薬剤情報提供・服薬指導の平均所要時間は、薬剤種類数が６種類未満の場合は１回あたり約5.1分であった
が、多剤調剤時（６種類以上）の場合は１回あたり約9.0分であった。

○ 薬歴作成の平均所要時間は、薬剤種類数が６種類未満の場合は１回あたり約3.9分であったが、多剤調剤時
（６種類以上）の場合は１回あたり約6.3分であった。

薬剤種類数に応じた服薬指導等に要する時間について

出典：薬局の機能に係る実態調査（令和３年度医療課委託調査）速報値

5.1 

9.0 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

６種類未満の調剤時 多剤調剤時（６種類以上）

（１）薬剤情報提供・服薬指導の平均所要時間

（分/回）

3.9 

6.3 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

６種類未満の調剤時 多剤調剤時（６種類以上）

（２）薬歴作成の平均所要時間

（分/回）

（回答薬局数=767） （回答薬局数=767）
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＜かかりつけ薬剤師・薬局に求められること＞

 地域における必要な医薬品（要指導医薬品等を含む。）の供給拠点

であること

 医薬品、薬物治療等に関して、安心して相談できる身近な存在である

こと

 患者からの選択に応えられるよう、かかりつけ医との連携の上で、

在宅医療も含め、患者に安全で安心な薬物療法を提供すること

 地域における総合的な医療・介護サービス（地域包括ケア）を提供

する一員として、患者ごとに最適な薬学的管理・指導を行うこと

日頃から患者と継続的に関わることで信頼関係を構築し、

薬に関していつでも気軽に相談できる薬剤師

かかりつけ薬剤師

かかりつけ薬剤師・薬局

「患者のための薬局ビジョン」より 33



（１）特にかかりつけ薬剤師・薬局が重要な場合

以下のような服薬情報の一元的・継続的な把握の必要性が高い患者

① 高齢者

② 生活習慣病などの慢性疾患を有する患者

③ 重篤あるいは希少な疾患等の患者

④ 妊婦

⑤ 乳幼児 など

（２）かかりつけ薬剤師・薬局を選ぶことが望ましい場合（日頃からの健康管理に関する支援等として）

① 生活習慣病の予備群

② 日常の健康管理が求められる層

服薬情報の一元的・継続的な把握の必要性が高い患者、
日常の健康管理が求められる層

かかりつけ薬剤師・薬局

妊婦
乳幼児

慢性疾患

重篤・希少疾病

高齢者
生活習慣病予備群

個々のニーズに合わせて自ら選択

薬学的管理、日常の健康管
理に関する支援等

保険者

医療関係者

「患者のための薬局ビジョン」から抜粋・要約

連携・協力

かかりつけ薬剤師・薬局が必要となる患者像
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○ かかりつけ薬剤師指導料の同意書のサインをしたことがある患者では、①残薬整理、②検査値の活用、③調剤後の
電話での状況確認、④時間内／時間外を問わない相談を受けたことがあるのは４割～５割程度であり、受けたことが
ないが今後受けてみたいとの回答を含めると７割～８割程度であった。

かかりつけ薬剤師による薬学管理の状況等

かかりつけ薬剤師指導料の同意書にサインをしたことがある患者に対する薬学管理の状況等
（n=173 患者調査）

91.6 

86.2 

84.4 

55.6 

48.5 

48.5 

37.2 

34.9 

11.9 

3.0 

6.6 

8.0 

31.6 

36.0 

32.9 

32.0 

43.5 

58.3 

0.6 

1.5 

2.9 

6.7 

6.8 

9.0 

23.2 

15.5 

20.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

薬に関する丁寧な説明

薬の飲み合わせなどのチェック

薬の一元的・継続的な把握

飲み残した場合の薬の整理

他の医療機関との連携

血液検査などの結果による薬の安全性などの確認

調剤後の電話などでの状況確認

時間内／時間外を問わない相談

在宅療養が必要になった場合の対応

受けたことがある 受けたことはないが、今後受けてみたい 受けたことはなく、今後も必要ない 無回答
出典：薬局の機能に係る実態調査（平成30年度医療課委託調査）に基づき医療課が作成 35



 患者が選択した「かかりつけ薬剤師」が、処方医と連携して患者の服薬状況を一元的・継続的に把握した上で患者に対し
て服薬指導等を行う業務を薬学管理料として評価する。

かかりつけ薬剤師指導料 ７６点（１回につき）

［かかりつけ薬剤師の主な業務］
・薬の一元的・継続的な把握
・薬の飲み合わせなどのチェック
・薬に関する丁寧な説明
・時間外の電話相談
・他の医療関係者との連携
・飲み残した場合の薬の整理
・調剤後のフォロー
・在宅療養が必要になった場合の対応
・血液・生化学検査結果等をもとにした説明

［施設基準］
以下の要件を全て満たす保険薬剤師を配置していること。
(１) 以下の経験等を全て満たしていること。
ア 施設基準の届出時点において、保険薬剤師として３年以上の薬局勤務経験があること。
イ 当該保険薬局に週32時間以上（32時間以上勤務する他の保険薬剤師を届け出た保険薬局において、育児・介護休業法の規定により労働
時間が短縮された場合にあっては、週 24時間以上かつ週４日以上である場合を含む。）勤務していること。

ウ 施設基準の届出時点において、当該保険薬局に１年以上在籍していること。
(２) 薬剤師認定制度認証機構が認証している研修認定制度等の研修認定を取得していること。
(３) 医療に係る地域活動の取組に参画していること。
(４) 患者との会話のやり取りが他の患者に聞こえないようパーティション等で区切られた独立したカウンターを有するなど、患者のプライバシーに

配慮していること

※ 薬剤服用歴管理指導料、かかりつけ薬剤師包括管理料又は在宅患者訪問薬剤管理指導料（当該患者の薬学的
管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時の投薬が行われた場合を除く。）と同時に算定できな
い。

かかりつけ薬剤師について（令和２年度改定後）

かかりつけ薬剤師の評価
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○ かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の算定回数・算定薬局数は
近年横ばいである。

かかりつけ薬剤師指導料等の算定状況（2020年９月まで）
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〔出典〕NDBデータ
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患者年齢別のかかりつけ薬剤師指導料等の算定割合

○ 10歳未満、60歳以上の患者において、かかりつけ薬剤師指導料等*の算定回数の割合が多い。

年齢階級別 処方箋受付回数に占めるかかりつけ薬剤師指導料等*の算定回数の割合（％）

出典：令和２年社会医療診療行為別統計 ６月審査分
*かかりつけ薬剤指導料及びかかりつけ薬剤師包括指導料の合計
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0.5%
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3.0%

0～9歳 10～19歳 20～39歳 40～60歳 60～80歳 80歳以上
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かかりつけ薬剤師がいてよかったと実感した経験

53.5%

81.2%

65.0%

40.1%

30.3%

55.6%

44.6%

56.3%

27.5%

24.9%

22.8%

30.0%

25.4%

8.5%

1.4%

2.3%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生活情報や習慣などを理解した上で薬について説明などをしてくれる

自分の飲んでいる（使用している）薬をすべて把握してくれること

いろいろな医療機関で出される薬について重複しているものがないか、飲み合わせが大丈夫かなどを確認してもらえること

残っている薬がないかなどを確認してくれて、残っている薬がある場合は処方医に問合せを行ってくれるなど、調整してくれること

飲み忘れがないよう、薬を一つの小袋（一包化）に入れて渡してくれるなど、服薬管理・指導を丁寧にしてくれること

薬の効果についてわかりやすく説明してくれること

薬の副作用についてわかりやすく説明してくれること

薬に関する相談に対応してくれること

後発医薬品についての使用希望を必ず聞いてくれること

医療機関についての相談ができること

薬を処方してくれた医師・医療機関と情報共有ができていること

自分が使用している薬を必ず確保してくれること

薬局が閉まっている時間帯でも電話相談ができること

介護が必要になっても訪問して薬を管理してくれること

特にない

その他

無回答

○ かかりつけ薬剤師がいてよかったと実感した経験としては、服用薬の一元管理等に関する回答が多かった。

かかりつけ薬剤師がいてよかったと実感した経験（かかりつけ薬剤師がいる患者=426，複数回答）

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（R3かかりつけ薬剤師調査）速報値



40

かかりつけ薬剤師に重視すること

○ かかりつけ薬剤師に重視することとしては、服用薬の一元管理等に関する回答が多かった。

かかりつけ薬剤師に重視すること（回答患者=827，複数回答）

44.6%

62.4%

64.4%

32.2%

22.5%

46.8%

54.3%

17.4%

21.8%

22.0%

25.5%

20.3%

14.0%

1.5%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生活情報や習慣などを理解した上で薬について説明などをしてくれる

自分の飲んでいる（使用している）薬をすべて把握してくれること

いろいろな医療機関で出される薬について重複しているものがないか、飲み合わせが大丈夫かなどを確認してもらえること

残っている薬がないかなどを確認してくれて、残っている薬がある場合は処方医に問合せを行ってくれるなど、調整してくれること

飲み忘れがないよう、薬を一つの小袋（一包化）に入れて渡してくれるなど、服薬管理・指導を丁寧にしてくれること

薬についてわかりやすく説明してくれること

薬に関する相談に対応してくれること

後発医薬品についての使用希望を必ず聞いてくれること

医療機関についての相談ができること

薬を処方してくれた医師・医療機関と情報共有ができていること

自分が使用している薬を必ず確保してくれること

薬局が閉まっている時間帯でも電話相談ができること

介護が必要になっても訪問して薬を管理してくれること

その他

無回答

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（R3かかりつけ薬剤師調査）速報値



6.4%

2.4%

17.2%

37.2%

35.6%

47.6%

8.0%

9.6%

6.4%

43.6%

7.6%

9.6%

6.4%

4.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

保険薬剤師として3年以上の薬局勤務経験がある保険薬剤師がいないため

当該保険薬局に週32時間以上勤務している薬剤師がいないため

当該保険薬局に1年以上在籍している保険薬剤師がいないため

薬剤師認定制度認証機構が認定している研修認定制度等の研修認定を取得している

保険薬剤師がいないため

医療に係る地域活動の取組に参画している保険薬剤師がいないため

時間外の24時間電話相談が困難（人手不足等）であるため

自薬局以外で調剤されている医薬品、処方薬以外のサプリメント等の内服まで含めた薬学

的管理指導を行える体制が整っていないため

かかりつけ薬剤師の機能を患者に理解してもらえていないため

協力してもらえる医療機関・医師が少ないため

在宅への訪問をする時間が取れないため

患者の利用している全ての保険医療機関、服用薬を把握する体制が整っていないため

かかりつけ薬剤師指導料もしくはかかりつけ薬剤師包括管理料を上手く説明できないため

その他

無回答

41

かかりつけ薬剤師指導料等の届出がされていない理由

○ かかりつけ薬剤師指導料等の届出がされていない理由としては、「時間外の24時間電話相談が困難であるため」や
「在宅への訪問をする時間がとれないため」といった回答が多かった。

かかりつけ薬剤師指導料等の届出がされていない理由（回答薬局数=250，複数回答）

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（R3かかりつけ薬剤師調査）速報値
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かかりつけ薬剤師以外の対応について

○ 通常かかりつけ薬剤師指導料等を算定している患者に、かかりつけ薬剤師以外が対応する場合があると回答した
薬局は、全体の約61.8％であった。

○ かかりつけ薬剤師以外が対応する場合、「担当が勤務外の時」や「担当が他業務中」との回答が多かった。
○ かかりつけ薬剤師以外が対応する場合、「その時対応できる者」が対応するとの回答が約９割であった。

61.8%

37.6%

0.7%

（１）通常かかりつけ薬剤師指導料を算定している

患者に、かかりつけ薬剤師以外が対応する場合

あり なし 無回答

90.9%

56.6%

1.1%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

担当が勤務外の時

担当が他業務中

患者から依頼があった時

その他

（２）かかりつけ薬剤師以外が対応する場合

91.4%

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その時対応できる者が行う

あらかじめ決めている

（３）かかりつけ薬剤師以外が対応する場合の対応者

出典：薬局の機能に係る実態調査（令和３年度医療課委託調査）速報値

（回答薬局数=767）

（回答薬局数=373）

（回答薬局数=373）



4343

37.5

21.9

18.8

-

40.6

-

55.1

26.1

11.4

1.8

29.9

0.3

0 20 40 60 80 100

薬剤師によって指導内容や相談への返答が変わら

ないように注意する必要がある

患者の状況等が十分に把握できていない

服薬指導中に患者からの聞き取りが難しい

その他

特に問題はない

無回答

かかりつけ薬剤師以外が対応する場合の課題（複数回答）

対応者が決まっている薬局（n=32）

その時対応できる者が行う薬局（n=341）

かかりつけ薬剤師以外の対応における体制と課題

○ かかりつけ薬剤師以外が対応する場合の体制としては、「薬歴で申し送り事項が共有されている」や「服薬指導結
果をかかりつけ薬剤師に報告する」という回答が多かった。

○ かかりつけ薬剤師以外が対応する場合の課題としては、「薬剤師によって指導内容や相談への返答が変わらないよ
うに注意する必要がある」や「患者の状況等が十分に把握できていない」という回答が多かった。

78.1 
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53.1 

40.6 

12.5 

3.1 
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85.6 

71.6 

46.6 

20.5 

18.2 

0.0 
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0 20 40 60 80 100

薬歴で申し送り事項が共有されている

薬歴に申し送り事項を記録している

服薬指導結果をかかりつけ薬剤師に報告している

事前にかかりつけ薬剤師より申し送りを受けている

服薬期間中にかかりつけ薬剤師がフォローアップして

いる

その他

無回答

かかりつけ薬剤師以外が対応する場合の体制（複数回答）

対応者が決まっている薬局（n=32）

その時対応できる者が行う薬局（n=341）

出典：薬局の機能に係る実態調査（令和３年度医療課委託調査）速報値



かかりつけ薬剤師・薬局の推進について

44

・ 薬剤情報提供・服薬指導及び薬歴作成の平均所要時間については、薬剤種類数が６種類未満の場合に比べて多剤
調剤時（６種類以上）の場合にかかる時間が長かった。
・ かかりつけ薬剤師指導料等の届出がされていない理由としては、「時間外の24時間電話相談が困難であるため」
や「在宅への訪問をする時間がとれないため」といった回答が多かった。
・ 通常かかりつけ薬剤師指導料を算定している患者にかかりつけ薬剤師以外が対応する場合があると回答した薬局
は全体の約61.8％であり、「薬歴で申し送り事項が共有されている」や「服薬指導結果をかかりつけ薬剤師に報告
する」という体制をとっている薬局が多かった。
・また、かかりつけ薬剤師以外が対応する場合の課題については、「薬剤師によって指導内容や相談への返答が変わ
らないように注意する必要がある」や「患者の状況等が十分に把握できていない」という回答が多かった。



３．対人業務に係る評価について
① 総論

② かかりつけ薬剤師・薬局の推進について

③ 重複投薬、ポリファーマシー及び残薬等への対応に係る評価

④ 保険薬局と保険医療機関との連携について

⑤ 医療的ケア児の薬学的管理について
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24.9%

26.5%

24.9%

20.8%

16.8%

44.1%

43.5%

41.3%

36.5%

31.4%

20.6%

19.4%

19.5%

19.1%

20.1%

10.4%

10.6%

14.3%

23.6%

31.7%

0% 50% 100%

０～14歳

15～39歳

40～64歳

65～74歳

75歳以上
１種類

２～３種類

４～５種類

６種類以上

ポリファーマシーの現状等

○ ポリファーマシーとは、単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等
の問題につながる状態を指す（多剤服用の中でも害をなすもの＝ポリファーマシー）

○ ①新たな医療機関の受診による服用薬の積み重ね、②薬物有害事象に薬剤で対処し続ける「処方カスケード」の発生、により
ポリファーマシーが形成される可能性がある

○ 高齢者では６種類以上の投薬で有害事象の発生増加に関連したというデータがある
○ 75歳以上の高齢者が１ヶ月間に１つの医療機関から処方される薬剤種類数は、約31.7％で６種類以上

１ ポリファーマシーが形成される事例※１ ２ 服用薬剤数と薬物有害事象の頻度※１

３ 調剤レセプト１件あたりの薬剤種類数※２

※１ 出典：高齢者の医薬品適正使用の指針 総論編（2018年５月厚生労働省）に基づき医療課において作成
※２ 出典：令和２年社会医療診療行為別統計 46



院内処方（入院外・投薬）院外処方（薬局調剤）

○ 高齢になるほど、薬剤種類数の多い患者の割合が増加する傾向がある。

年齢階級別にみた薬剤種類数別件数の構成割合・１件当たり薬剤種類数

院内処方は、診療報酬明細書（医科入院外）のうち診療行為「投薬」に薬剤の出現する明細書（「処方箋料」を
算定している明細書及び「投薬」「注射」を包括した診療行為が出現する明細書は除く。）を集計の対象として
いる。また、診療行為「投薬」における薬剤の合計点数を薬剤点数階級で区分している。
院外処方は、調剤報酬明細書のうち薬剤の出現する明細書を集計の対象としている。

出典：令和２年社会医療診療行為別統計
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〇 高齢者では、６剤以上の投薬が特に有害事象の発生増加に関連している。

〇 高齢者の薬物有害事象は、意識障害、低血糖、肝機能障害、電解質異常、ふらつき・転倒の順に多かった。

出典：Kojima T, Akishita M, Kameyama Y, et al: High risk of adverse drug reactions in elderly patients taking six or more drugs: 
analysis of inpatient database. GeriatrGerontol Int. 2012; 12: 761-2.

• 1995年～2010年に東京大学病院の老年病科に入院した65歳以上の高齢者
2,412人（年齢：78.7±7.3歳、男性51.3%）の薬物による副作用を後向きに調査。

• 投与薬剤数は6.6±3.6剤.

• 252人（10.5%）に副作用を確認。

薬物有害事象発生率

投
与
薬
剤
数

高齢者の薬物有害事象
の主な症状

薬物有害事象を呈した
者の症状の内訳

意識障害 ９．６％

低血糖 ９．６％

肝機能障害 ９．６％

電解質異常 ７．７％

ふらつき・転倒 ５．８％

低血圧 ４．８％

無動・不随意運動 ３．８％

便秘・下痢・腹痛 ３．８％

食欲不振・吐き気 ３．８％

徐脈 ３．８％

出血・INR延長 ３．８％

• 2013年4月～2014年3月に大学病院老年科５施設（杏林大学高齢医学科、名古屋
大学老年内科、東北大学老年科、大阪大学老年・高血圧内科、東京大学老年病
科）に入院した65歳以上の患者の薬物有害事象を調査した。

• 患者数：700名、平均年齢：81.5歳（男性46.1%）

• 薬物有害事象を呈した患者数：104名（14.7%）※上記表は、そのうち102名の症状の内訳

出典：厚生労働科学研究費補助金（長寿科学総合研究事業）
平成25(2013)年度 総括研究報告書「高齢者の薬物治療の安全性に関する研究」

高齢者の投与薬剤数と有害事象の関係性

多剤処方の問題点 ～有害事象の発生～
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高齢者の医薬品適正使用の指針
○ 厚労省において「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」を作成
＜具体的な内容例＞
 薬剤見直しの基本的な考え方、フローチャート
 多剤服用時に注意する有害事象（例：薬剤起因性老年症候群と主な原因薬剤）

 高齢者への薬物投与の留意事項（例：処方の見直しのタイミングの考え方）

２ 処方見直しのプロセス

３ 処方の見直しのタイミングの考え方

ポリファーマシーは、かかりつけ医による薬剤状況の把
握、薬局による医薬品情報の一元管理等で解消に向かうこ
とが期待されている

かかりつけ医 薬局

高齢者総合機能評価（CGA）を行うことが推奨される

⇒①受診している診療科・医療機関、②罹病疾患や老年症候群などの併存
症、③日常生活動作（ADL）、④生活環境、⑤全ての使用薬剤の情報等 あらゆる機会をとらえて処方の見直しが期待されているが、退

院・転院、介護施設への入所・入居、在宅医療導入、かかりつ
け医による診療開始等の療養環境移行時は、処方見直しの好機

出典：高齢者の医薬品適正
使用の指針 総論編（2018
年５月厚生労働省）に基づき
医療課において作成

１ 前提

中 医 協 総 － ３

３１．４．２４

49



50

高齢者の医薬品適正使用の指針が要件に含まれる点数

薬剤服用歴管理指導料（43点又は57点／１回につき）

ポリファーマシーへの対策の観点から、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働省）、「高齢者の医薬品適正使
用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働省）及び日本老年医学会の関連ガイドライン（高齢者の安全な薬物療法ガイ
ドライン）等を参考とすること。

服用薬剤調整支援料１（125点／月１回まで）

患者の服用する薬剤の副作用の可能性の検討等を行うにあたっては、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労
働省）、「高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働省）、日本老年医学会の関連ガイドライ
ン（高齢者の安全な薬物療法ガイドライン）等を参考にすること。

Ａ２５０ 薬剤総合評価調整加算（100点／退院時１回）
持参薬の確認及び内服薬の総合的な評価及び変更に当たっては、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働
省）、「高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働省）、日本老年医学会の関連ガイドライン
（高齢者の安全な薬物療法ガイドライン）等を参考にすること。

Ｂ００８－２ 薬剤総合評価調整管理料（250点／月１回）

医師が内服薬を総合的に評価及び調整するに際しては、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働省）、「高
齢者の医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働省）、日本老年医学会の関連ガイドライン（高齢者
の安全な薬物療法ガイドライン）等を参考にすること。

○ 「高齢者の医薬品適正使用の指針」が要件に含まれている調剤・医科点数を以下に示す。

調剤点数

医科点数



• STOPP (Screening Tool of Older person’s Potentially inappropriate Prescriptions)は、高齢者に対する処方として不適切な
薬剤のスクリーニング手段として用いられる（一覧表）。

• START（Screening Tool to Alert doctors to the Right Treatment）は、特定の状態にある高齢者に対する処方として考慮される
べき薬剤を列挙している（一覧表）。

STOPP ／ START ver.2 ２０１５ (欧州)

• 高齢者に対する医薬品の潜在的な不適切使用に伴う有害事象を減少させるための基準（一覧表）。
• 1991年にBeersによって公表され、以降、米国の老年医学分野において広く活用されている。

Beers Criteria 2019（米国）

• 高齢者における薬物有害事象を防ぐための一般的注意点や系統別指針を明記。その中の主要薬剤は、「特に慎重な投与を要する薬物リス
ト」として列挙（一覧表）。

• 薬物有害事象のハイリスクグループである75歳以上の高齢者及び75歳未満でもフレイル～要介護状態の高齢者を対象とし、処方見直しの
ためのスクリーニングツールとしてフローチャートに従って使用する。個々の病態と生活機能、生活環境、意思、嗜好などを考慮して判断する。

高齢者の安全な薬物療法ガイドライン２０１５ （日本老年医学会）

ポリファーマシー対策に関する指針等

○ 高齢者に対し、特に慎重な投与を要する薬剤について国内外で指針等がまとめられている。
○ 高齢者に投与する薬剤を指針を用いて検討することは、ポリファーマシーを防止し、薬物療法の安全性をより確保する

ために有用である。

「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働省）平成30年５月

• 診療や処方の際の参考情報を提供することを意図して作成し、処方時に注意を要する薬剤を列挙（一覧表）。
• 薬物有害事象の回避など高齢者の薬物療法の適正化を目指し、高齢者の特徴に配慮したより良い薬物療法を実践するための基本的留意

事項をまとめたガイダンス。

出典：
• By the 2019 American Geriatrics Society Beers Criteria Update Expert Panel. American Geriatrics Society 2019 Updated AGS Beers Criteria for Potentially Inappropriate Medication Use in Older Adults. J Am Geriatr Soc. 2019 Apr;67(4):674-694.
• D. O’Mahony,et al. STOPP/START criteria for potentially inappropriate prescribing in older people: version 2. Age Ageing. 2015 Mar; 44(2): 213–218.
• 高齢者の安全な薬物療法ガイドライン2015（日本老年医学会）
• 高齢者の医薬品適正使用の指針（総集編）」（平成30年５月29日付け医政安発0529第1号・薬生安発0529第1号）
• 高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編(療養環境別)）（令和元年6月14日付け医政安発0614第1号・薬生安発0614第1号）
• 病院における高齢者のポリファーマシー対策の始め方と進め方（令和3年3月31日付け医政安発0331第1号・薬生安発0331第1号）
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• 患者の病態、生活、環境の移行に伴い関係者にとって留意すべき点が変化することを念頭に、患者の療養環境ごとの留意事項をまとめたガイ
ダンス。

「高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編(療養環境別）） 」（厚生労働省）令和元年６月

• ポリファーマシー対策を始める病院が取組初期に直面する課題を解決するためのスタートアップツール、ポリファーマシー対策をある程度進めてい
る病院が業務手順書を整備し、業務をより効率的に行うための参考資料。

「病院における高齢者のポリファーマシー対策の始め方と進め方」（厚生労働省）令和３年３月



○入院患者に対するポリファーマシー解消の取組の評価
・ 入院時にポリファーマシ－状態にある患者に対して、内服薬の

総合的な評価及び変更の取組の評価と、減薬に至った場合を評価

ポリファーマシーに対する取組に係る診療報酬上の評価

２．薬局における減薬等の評価

【入院時】
6種類以上の内服薬

○外来患者に対する減薬の評価
・ 多剤服薬を行っている患者に対して、受診時に内服薬が減少した

場合を評価
【受診前】
6種類以上の内服薬

【受診後】
2種類以上減少
→250点

医療機関

薬局と連携
→50点

○外来患者の重複投薬等に関する疑義照会に関する評価
・ 薬局から医師へ重複投薬等に関する疑義照会を行い、
処方内容が変更された場合の評価

薬局

○薬局の減薬の取組の評価
・ 薬局が医師に減薬の提案を行い、その結果処方される
内服薬が減少した場合の評価

【提案前】
６種類以上の内服薬

薬剤総合評価調整管理料
連携管理加算

【提案後】
２種類以上減少が４週間継続
→125点

服用薬剤調製支援料１

※ポリファーマシーとは、単に服用す
る薬剤数が多いことではなく、それに
関連して薬物有害事象のリスク増
加、服薬過誤、服薬アドヒアランス
低下等の問題につながる状態を指
す（多剤服用の中でも害をなすも
の＝ポリファーマシー）

１．医療機関における減薬等の評価

医療機関

患者

薬局

処方箋 調剤・
服薬指導

①文書で提案

②処方に反映

○薬局の重複投薬解消の提案の評価
・ 薬局が医師に服用薬の一覧表を作成し、重複投薬等の
解消の提案した場合の評価

【提案前】
６種類以上の内服薬

患者

薬局

処方箋 調剤・
服薬指導

報告書の送付

・服用薬の一元的把握
・重複投薬等の解消に係る提案
→100点

服用薬剤調製支援料２

医療機関

→40点重複投薬・相互作用等防止加算

・ 多職種でカンファレンスを実施し、
内服薬の変更、中止を行う

・ 患者に対して処方変更に伴う
注意点を説明し、病状の変化等
について多職種で確認する

【退院時】
→100点

薬剤総合評価調整加算

更に 【退院時】
2種類以上減少
→150点

薬剤調整加算
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○ 患者の意向を踏まえ、患者の服薬アドヒアランス及び副作用の可能性等を検討した上で、処方医に減薬
の提案を行い、その結果、処方される内服薬が減少した場合を評価。

服用薬剤調整支援料１ １２５点

【受診後】
２種類以上減少
４週間継続

【受診前】

患者が服用する
６種類以上の薬

自宅
医療機関

薬局

［算定要件］

６種類以上の内服薬が処方されていたものについて、保険薬
剤師が文書を用いて提案し、当該患者に調剤する内服薬が２種
類以上減少した場合に、月１回に限り所定点数を算定する。

文書で提案
（必要に応じ
対面相談）

処方箋

調剤・
服薬指導

薬局における減薬に関する取組の評価
服用薬剤調整支援料

(１) 当該保険薬局で調剤している内服薬の種類数が２種類以上（うち少

なくとも１種類は保険薬剤師が提案したもの）減少し、その状態が４週
間以上継続した場合に算定

(２) 服用を開始して４週間以内の薬剤は、調整前の内服薬の種類数か

ら除外。屯服薬は対象外。また、調剤している内服薬と同一薬効分類
の有効成分を含む配合剤及び内服薬以外の薬剤への変更を保険薬
剤師が提案したことで減少した場合は、減少した種類数に含めない。

(３) 保険薬剤師は処方医へ提案を行う際に、減薬に係る患者の意向や

提案に至るまでに検討した薬学的内容を薬剤服用歴の記録に記載す
る。また、保険医療機関から提供された処方内容の調整結果に係る
情報は、薬剤服用歴の記録に添付する。

(４) 当該保険薬局で服用薬剤調整支援料を１年以内に算定した場合に

おいては、前回の算定に当たって減少した後の内服薬の種類数から
更に２種類以上減少したときに限り新たに算定することができる。

結果の情報共有

平成30年度診療報酬改定

算定回数 (回)

服用薬剤調整支援料１ 402
（出典）
社会医療診療行為別統計（令和２年６月審査分）
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薬局における対人業務の評価の充実 ①

令和２年度診療報酬改定 Ⅱ－１ かかりつけ機能の評価 －③

【対象患者】
合計６種類以上の薬剤
が処方されている患者

相談

＜報告内容（例）＞
・受診中の医療機関、診療科等
・服用中の薬剤の一覧（処方背景含む）
・重複投薬の状況
・副作用のおそれがある症状及び関連す
る薬剤
・その他（残薬の状況等）
・上記を踏まえた、処方変更の提案

医療機関

次
回
の
処
方
時
に
処
方

薬
の
変
更
を
検
討

薬局

報告書の送付

①患者の服用薬を一元
的に把握

②重複投薬等の解消に
係る提案を作成

 複数の医療機関を受診する患者の重複投薬の解消を推進する観点から、薬局において患者の
服薬情報を一元的に把握し、重複投薬の有無の確認等を行った上で、処方医に重複投薬等の
解消に係る提案を行う取組について評価を行う。

服用薬剤調整支援料２ １００点 （３月に１回まで）

［算定要件］
複数の保険医療機関より６種類以上の内服薬が処方されていた患者について、患者等の求めに応じて、①当該患者の服用
中の薬剤について一元的把握を行うとともに、②重複投薬等のおそれがある場合には、重複投薬等の解消に係る提案（※）を検
討し、当該提案や服用薬剤の一覧を含む報告書を作成し、処方医に送付した場合に算定する。

※ 重複投薬の状況や副作用の可能性等を踏まえ、患者に処方される薬剤の種類数の減少に係る提案

外来患者への重複投薬解消に対する取組の評価
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算定回数 (回)

服用薬剤調整支援料２ 703

（出典）
社会医療診療行為別統計（令和２年６月審査分）
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3,342 

5,360 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

服用薬剤調整支援料を算定している薬局数※

服用薬剤調整支援料１ 服用薬剤調整支援料２

3 

5,360 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

服用薬剤調整支援料２を算定している薬局のうち

服用薬剤調整支援料１を算定している薬局数※

服用薬剤調整支援料１ 服用薬剤調整支援料２

服用薬剤調整支援料の算定状況

○ 令和２年度において、服用薬剤調整支援料１を算定している保険薬局は3,342件、服用薬剤調整支援料２を
算定している保険薬局は5,360件であった。

○ 令和２年度において、服用薬剤調整支援料２を算定している保険薬局のうち、服用薬剤調整支援料１を算定し
ている保険薬局は３件であった。

出典：NDBデータ

※ 令和２年度における当該点数の算定薬局数

（件数）（件数）
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服用薬剤調整支援料の算定回数別の薬局数

○ 令和３年４月～６月において服用薬剤調整支援料１の算定回数が１回以上の薬局は約52.0％であった。
○ 令和３年４月～６月において服用薬剤調整支援料２の算定回数が１回以上の薬局は約56.5％であった。

48.0%

25.3%

5.3%
9.3%

5.3% 6.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0回 1回 2回 3回 4回以上 無回答

令和３年４月～６月における

服用薬剤調整支援料１の算定回数別の薬局割合※１

30.4%

22.8%

12.0%

3.3%

18.5%
13.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0回 1回 2回 3回 4回以上 無回答

令和３年４月～６月における

服用薬剤調整支援料２の算定回数別の薬局割合※２

※１ 調査薬局（n=887）のうち、令和３年７月１日の時点で
服用薬剤調整支援料１を算定している薬局（n=75）

※２ 調査薬局（n=887）のうち、令和３年７月１日の時点で
服用薬剤調整支援料２を算定している薬局（n=92）

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（R3かかりつけ薬剤師調査）速報値



13.0%

23.9%

5.4%

39.1%

75.0%

35.9%

54.3%

3.3%

7.6%

21.7%

2.2%

13.0%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1. 介護者やケアマネージャー等からの申し出

2. アドヒアランスの不良

3. 検査値上の問題

4. 患者自身からの申し出

5. 患者とのやりとり

6. 薬歴での管理

7. お薬手帳での確認

8. 多数のお薬手帳の持参

9. 医療機関からの情報提供

10. 異なった医療機関の受診が多い

11. 既往疾患を多数抱えていた

12. その他

服用薬剤調整支援料２を算定している薬局において

重複投薬等の解消の提案を行うきっかけ
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服用薬剤調整支援料２を算定している薬局について

○ 服用薬剤調整支援料２を算定している薬局において、重複投薬等の解消の提案を行うきっかけとして、「患者との
やりとり」、「お薬手帳での確認」や「薬歴での管理」という回答が多かった。

○ 服用薬剤調整支援料２を算定している薬局において、重複投薬等の解消の提案により重複投薬が解消されたと回
答した薬局は約77.2%であった。

37.0%

40.2%

4.3%

3.3%
15.2%

服用薬剤調整支援料２を算定している薬局において

提案により重複投薬が解消された薬局

解消された ある程度解消された

あまり解消されなかった まったく解消されなかった

無回答

（回答薬局数=92）

（回答薬局数=92）

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（R3かかりつけ薬剤師調査）速報値



○ 残薬解消に向けた薬局の以下の取組を評価
（１）自己による服薬管理が困難な患者に対し、患者や家族が持参した薬剤の一包化や服薬カレンダー

の活用などにより薬剤を整理し、日々の服薬管理が容易になるよう支援すること
※上記支援は、当該薬剤を処方した保険医に了解を得た上で行う。

（２）いわゆるブラウンバック運動（患者や家族等に対して服用中の薬剤等を入れる袋等を薬局が提供
し、患者等が持参した薬剤等について服薬管理を行う取組）を周知し、実際に患者等が持参した
服用薬の整理等の服薬管理を行い、その結果を医療機関に情報提供すること

外来服薬支援料 185点（月１回まで）

節薬バッグの活用等により服用薬を持参

一包化、服薬カレンダーの利
用等による服薬管理の支援

①自己による服薬管理が困難な患者 ②残薬がある患者

残薬の整理等
（医療機関にはその結果を連絡）

相談

薬局
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重複投薬・相互作用等防止加算

薬剤服用歴に基づき、重複投薬、相互作用の防止等の目的で、処方医に対して照会を行い、処方に変
更が行われた場合は、次に掲げる点数を所定点数に加算する。
○重複投薬・相互作用等防止加算
イ 残薬調整に係るもの以外の場合 ４０点
ロ 残薬調整に係るものの場合 ３０点

○在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料
イ 残薬調整に係るもの以外の場合 ４０点
ロ 残薬調整に係るものの場合 ３０点

重複投薬、残薬解消に関する評価



重複投薬、残薬解消に関する取組の実態

○ 重複投薬・相互作用等防止加算の算定回数は平成28年度に増加した。
○ 外来服薬支援料の算定回数は近年増加傾向にある。

 重複投薬・相互作用等防止加算※の算定回数

（件／月）

66,146

7,242

59,348

6,589

89,011

6,303

87,673

4,832

282,364

329,216 

183,460

175,085

111,106

208,149 

198,363 

170,178 

7,421 

8,407 

12,257 

12,730 

15,264 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

403,856

296,548

処方変更あり 処方変更なし

4,302

3,346
2,9492,852

5,817
5,544

7,464 

9,088 

10,323 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（件／月）

 外来服薬支援料の算定回数

※ 在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料を含む

在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料（「平成30年度～令和２年度」は残薬調整以外及び残薬調整分を含む）

残薬調整以外 残薬調整

出典：社会医療診療行為別統計（平成27年より）、社会医療診療行為別調査（平成26年まで）（各年６月審査分）

386,178
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329,216

289,785



重複投薬、ポリファーマシー及び残薬等への対応に係る評価

60

・ 令和２年度診療報酬改定において新設した服用薬剤調整支援料２は、複数の保険医療機関から６種類以上の内服
薬が処方されている患者に対して、重複投薬等の解消に係る提案を行った場合について評価しているが、服用薬剤
調整支援料２を算定した場合、実際に２種類以上の減薬が行われた場合であっても服用薬剤調整支援料１を算定で
きない。
・ 服用薬剤調整支援料２を算定している保険薬局のうち、服用薬剤調整支援料１を算定している保険薬局はほとん
どなかった。
・ 一方で、服用薬剤調整支援料２を算定している薬局において、重複投薬等の解消の提案により重複投薬が解消さ
れたと回答した保険薬局は約77.2％であった。



３．対人業務に係る評価について
① 総論

② かかりつけ薬剤師・薬局の推進について

③ 重複投薬、ポリファーマシー及び残薬等への対応に係る評価

④ 保険薬局と保険医療機関との連携について

⑤ 医療的ケア児の薬学的管理について
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薬物療法に関する連携（イメージ）

○安心・安全で質が高く効果的・効率的な医療・介護サービスを提供する上で、患者の薬物療法に関しても、有
効で安全な薬物療法を切れ目なく継続的に受けられるようにすることが必要。

○このため、薬物療法に関わる関係者が、患者の服薬状況等の情報を共有しながら、最適な薬学的管理やそれ
に基づく指導を実施することが求められる。

・持参薬の確認
・入院前の服薬状況等の患者情報の確
認
・外来・在宅医療に関わる医師・薬剤
師等との連携
・入院時の処方の検討

・退院時処方の検討（在宅医療の場合
は薬物療法に必要な医療材料・衛生
材料も含む）
・入院中の服薬状況等の患者情報の伝
達
・退院後に外来・在宅医療に関わる医
師、薬剤師、看護師、介護関係者等
との連携

・病棟での薬学的管理・指導
・医師、薬剤師、看護師等のチーム医
療での連携
・転棟や転院時における服薬状況等の
患者情報の関係者間での共有

・複数診療科受診時も含む、服薬情報
の一元的・継続的な把握とそれに基
づく薬学的管理・指導
・医師・薬剤師等の連携
・入院や在宅医療に移行する際の服薬
状況等の患者情報の提供

・在宅医療における薬学的管理・指導
・医師、薬剤師、看護師、介護関係者
間での連携
・入院や外来に移行する際の服薬状況
等の患者情報の提供

入院時

在宅・介護施設
外来

退院時入院

第７回 医薬品医療機器制度部会

平成30年10月18日 資料１
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薬剤師の業務に関する規定の見直し －対人業務の充実－
（令和２年９月１日施行）

（平成30年度「かかりつけ薬剤師・薬局に関する調査」の薬局調査より）

●調剤後に患者情報を継続的に把握する取組を行っていて良かったこと

処方内容のチェック（重複投与・飲み合わせ）、処方提案

調剤時の情報提供、服薬指導

調剤後の継続的な服薬指導、服薬状況等の把握

服薬状況等の処方医等へのフィードバック

在宅訪問での薬学的管理

主な対人業務

処方箋受取・保存

調製(秤量、混合、一包化)

薬袋の作成

監査（交付する薬剤の最終チェック）

薬剤交付

在庫管理

主な対物業務

0.6

1.7

1.4

32.6

72.9

82.6

43.5

無回答

特に良かったことはない

その他

次回の処方内容が変更になった

患者の服薬状況に応じて、飲み方の工夫などを
指導し、アドヒアランスが向上した

残薬解消につながった

副作用の早期発見ができた

％
0 20 40 60 80 100

（有効回答数：1940件）

（複数回答可）

調剤時に加えて、調剤後の服薬指導、継続的な服
薬状況等の把握も義務として規定

努力義務として規定
（医療法においても、医師から薬剤師等に対して同様の規定あり）
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第１回 薬剤師の養成及び
資質向上等に関する検討会

令和２年７月10日 資料２



薬局における対人業務の評価の充実

令和２年度診療報酬改定 Ⅱ－10 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた評価、薬局の対物業務から対人業務への構造的な転換を推進するた
めの所要の評価の重点化と適正化、院内薬剤師業務の評価 －②

③フィードバック

①医師の指示
退院時共同指導時に依頼

医療機関
薬局

①患者・家族からの求め
（医師の了解）

②フォローアップ
（電話、訪問等）

 地域において医療機関と薬局が連携してインスリン等の糖尿病治療薬の適正使用を推進する
観点から、医師の求めなどに応じて、地域支援体制加算を届け出ている薬局が調剤後も副作
用の有無の確認や服薬指導等を行い、その結果を医師に情報提供した場合を評価する。

薬剤服用歴管理指導料 調剤後薬剤管理指導加算 ３０点（月１回まで）

[対象保険薬局]
地域支援体制加算を届け出ている保険薬局

[対象患者]
インスリン製剤又はスルフォニル尿素系製剤（以下「インスリン製剤等」という。）を使用している糖尿病患者であって、新たに
インスリン製剤等が処方されたもの又はインスリン製剤等に係る投薬内容の変更が行われたもの
［算定要件］
患者等の求めに応じて、
① 調剤後に電話等により、その使用状況、副作用の有無等について患者に確認する等、必要な薬学的管理指導
② その結果等を保険医療機関に文書により情報提供
を行った場合に算定する。

自宅

調剤後薬剤管理指導加算
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薬局における対人業務の評価の充実 ③

令和２年度診療報酬改定 Ⅱ－10 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた評価、薬局の対物業務から対人業務への構造的な転換を推進するた
めの所要の評価の重点化と適正化、院内薬剤師業務の評価 －②

②フィードバック
（手帳、文書等）

①吸入指導指示

医療機関
患者

①患者・家族からの求め
（医師の了解）

吸入指導
（練習用吸入器機等を用いて実施）

薬局

 喘息等の患者について、医師の求めなどに応じて、吸入薬の使用方法について、文書での説
明に加え、練習用吸入器を用いた実技指導を行い、その指導内容を医療機関に提供した場合
を評価する。

薬剤服用歴管理指導料 吸入薬指導加算 ３０点（３月に１回まで）

［算定要件］
喘息又は慢性閉塞性肺疾患の患者であって吸入薬の投薬が行われている患者に対して、当該患者等の求めに応じて、
① 文書及び練習用吸入器等を用いて吸入手技の指導を行い、患者が正しい手順で吸入薬が使用されているか否かの確
認、

② 保険医療機関に必要な情報を文書により提供
等した場合に算定する。

※ 保険医療機関への情報提供は、手帳による情報提供でも差し支えない。

吸入薬指導加算
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保険医療機関から保険薬局に対するフォローアップの指示について

○ 糖尿病患者のフォローアップについて、保険薬局に指示したことがある医療機関の割合は、診療所が約21.9％、病
院が約18.8％であった。

○ 吸入薬の指導について、保険薬局に指示したことがある医療機関の割合は、診療所が約49.9％、病院が約
42.7％であった。

18.8%

21.9%

79.2%

74.2%

2.0%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病院

(n＝351)

診療所

(n=365)

糖尿病患者のフォローアップについて薬局に指示した

経験（診療所・病院別）

指示したことがある 指示したことはない 無回答

42.7%

49.9%

40.2%

41.9%

15.4%

5.8%

1.7%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病院

（n=351）

診療所

（n=365）

吸入薬の指導を薬局に指示した経験

（診療所・病院別）

吸入薬の指導を薬局に指示したことがある

吸入薬の指導を薬局に指示したことがない

そもそも吸入薬を必要とする患者がいない

無回答

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（R3かかりつけ薬剤師調査）速報値



67

82.5%

67.5%

23.8%

43.8%

18.8%

1.3%

1.3%

5.0%

77.3%

63.6%

15.2%

48.5%

15.2%

10.6%

1.5%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

患者が正しく服用できるようになった

アドヒアランスが向上した

必要な補助具が支給された

服用等の状況の報告が診療の参考となった

糖尿病薬に関する患者からの問い合わせが減った

その他

薬局でのフォローアップの指示にメリットを感じない

無回答

糖尿病患者のフォローアップを薬局に指示した場合のメリット

（複数回答）※

診療所（n=80） 病院（n＝66）

糖尿病患者のフォローアップについて

○ 糖尿病患者のフォローアップを薬局に指示した場合、保険医療機関が感じるメリットとして、「患者が正しく服用でき
るようになった」、「アドヒアランスが向上した」、「服用等の状況の報告が診療の参考になった」という回答が多かった。

○ 糖尿病患者のフォローアップに関して、保険医療機関において診療に役立つ情報として、保険薬局から共有される
「患者の服薬状況」、「残薬状況」、「患者の糖尿病薬の保管・管理の状況」という回答が多かった。

75.6%

38.4%

19.5%

21.1%

3.8%

17.3%

76.9%

69.5%

39.9%

33.9%

25.4%

3.4%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

患者の服薬状況（診療所の場合のみ残薬状況

含む）

残薬状況（病院のみの選択肢）

患者の糖尿病薬の保管・管理の状況

患者の糖尿病薬服用後のモニタリング状況

糖尿病薬等の処方内容に関する提案情報

その他の患者に関する情報

無回答

糖尿病患者のフォローアップに関して薬局からフィードバックされる情

報のうち診療の役に立つ情報（複数回答）

診療所（n=365） 病院（n＝351）

※糖尿病患者のフォローアップについて薬局に指示したことがあると回答した医療機関

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（R3かかりつけ薬剤師調査）速報値



6868

68.4%

37.6%

19.7%

21.8%

3.6%

19.7%

77.0%

53.6%

39.2%

37.8%

28.2%

3.8%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

患者の服薬状況（診療所は残薬状況を含む）

残薬状況（病院のみの選択肢）

患者の吸入薬の保管・管理の状況

患者の吸入後のモニタリング状況

吸入薬等の処方内容に関する提案情報

その他の患者に関する情報

無回答

吸入薬のフォローアップに関して薬局からフィードバックされる情報の

うち診療の役に立つ情報（複数回答）

診療所（n=335） 病院（n=291）

吸入薬指導について

○ 吸入薬指導を薬局に指示した場合、保険医療機関が感じるメリットとして、「患者が正しく吸入できるようになった」、
「アドヒアランスが向上した」、「吸入状況の報告が診療の参考になった」という回答が多かった。

○ 吸入薬指導に関して、保険医療機関において診療に役立つ情報として、保険薬局から共有される「患者の服薬状
況」、「残薬状況」、「患者の吸入薬の保管・管理の状況」という回答が多かった。

87.4%

54.9%

32.4%

29.7%

18.1%

3.3%

1.1%

2.2%

94.0%

69.3%

38.0%

42.7%

10.7%

4.7%

0.0%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

患者が正しく吸入できるようになった

アドヒアランスが向上した

必要な補助具が支給された

吸入状況の報告が診療の参考となった

吸入薬に関する患者からの問い合わせが減った

その他

薬局での吸入薬の指導にメリットを感じない

無回答

薬局で吸入薬の指導をした場合のメリット（複数回答）※

診療所（n=182） 病院（n=150）

※吸入薬指導を薬局に指示したことがあると回答した医療機関

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（R3かかりつけ薬剤師調査）速報値



 薬局が患者のレジメン（治療内容）等を把握した上で必要な服薬指導を行い、次回の診療時までの患者の状況を確認し、
その結果を医療機関に情報提供した場合について評価を行う。

薬剤服用歴管理指導料 特定薬剤管理指導加算２ 100点（月１回まで）

[対象患者]
連携充実加算を届け出ている保険医療機関で抗悪性腫瘍剤を注射された患者であって、当該保険薬局で抗悪性腫瘍剤や制吐剤等
の支持療法に係る薬剤の調剤を受ける患者
［算定要件］
①レジメン（治療内容）等を確認し、必要な薬学的管理及び指導を行うとともに、②電話等により、抗悪性腫瘍剤及び制吐剤等の支持
療法に係る薬剤に関し、服用状況や副作用の有無等を患者等に確認し、③その結果を踏まえ、当該保険医療機関に必要な情報を文書
により提供した場合に算定する。
［施設基準］
（１） パーテーション等で区切られた独立したカウンターを有するなど、患者のプライバシーに配慮していること。
（２） 保険医療機関が実施する抗悪性腫瘍剤の化学療法に係る研修会に年１回以上参加していること。

※ 経過措置として、令和２年９月30日までの間は、研修会への参加の基準は満たしているものとして取り扱う。

令和２年度診療報酬改定 Ⅱ－10 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた評価、薬局の対物業務から対人業務への構造的な転換を推進するた
めの所要の評価の重点化と適正化、院内薬剤師業務の評価 －②

薬局における対人業務の評価の充実 ②

がん患者に対する薬局での薬学的管理等の評価

医療機関薬剤師

外来化学療法室

看護師

薬局薬剤師

診察

医療機関 薬局

②レジメン等に基づく服薬指導
③患者の服薬状況、副作用の

有無等を確認

※公開されたレジメン情報や
研修会を薬局が活用

④確認結果をフィードバック⑤薬局からの情報を必要に応じ
て診療に活用

①患者がレジメン等を持参
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9.5% 22.2% 10.5% 83.5% 7.3%

保険薬剤師としての勤務経験を５年以上有する薬剤師が勤務していること

患者との会話のやりとりが他の患者に聞こえないようパーテーション等で区切られた独立し
たカウンターをするなど、患者のプライバシーに配慮していること

麻薬及び向精神薬取締法第３条の規定による麻薬小売業者の免許を取得し、必要な
指導を行うことができる体制が整備されていること

保険医療機関が実施する抗悪性腫瘍剤の化学療法に係る研修会に当該保険薬局に
勤務する常勤の保険薬剤師が年１回以上参加していること

無回答

特定薬剤管理指導加算２の届出状況について

16.5%

80.6%

2.9%

特定薬剤管理指導加算２の届出状況

（令和３年７月１日時点）

届出あり 届出なし 無回答

46.9%

44.1%

2.1%

18.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

対象となる患者がいないため

満たすことが難しい要件があるため

その他

無回答

特定薬剤管理指導加算２の届出なしの理由

▼満たすことが難しい要件の内訳

（回答薬局数=887）

（回答薬局数=715，複数回答）

（回答薬局数=315，複数回答）

○ 特定薬剤管理指導加算２の届出を行っていない保険薬局は約80.6％であり、届出なしの理由としては「対象とな
る患者がいないため」や「満たすことが難しい要件があるため」が多かった。

○ 満たすことが難しい要件のうち、「保険医療機関が実施する抗悪性腫瘍剤の化学療法に係る研修会に当該保険
薬局に勤務する常勤の保険薬剤師が年１回以上参加していること」が最も多く、約83.5%であった。

70出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（R3かかりつけ薬剤師調査）速報値



薬局における退院時共同指導料の算定回数の推移

○ 薬局での退院時共同指導料の算定回数は令和２年度を除き増加傾向であるが、多くない。

退院時共同指導料 ６００点

【算定要件】

保険医療機関に入院中の患者について、当該患者の退院後の訪問薬剤管理指導を担う保険薬局として当該
患者が指定する保険薬局の保険薬剤師が、当該患者の同意を得て、退院後の在宅での療養上必要な薬剤に
関する説明及び指導を、入院中の保険医療機関の保険医又は保健師、助産師、看護師若しくは准看護師と共
同して行った上で、文書により情報提供した場合に、当該入院中１回に限り算定する。ただし、別に厚生労働大
臣が定める疾病等の患者については、当該入院中２回に限り算定できる。

※原則として、薬局の薬剤師が医療機関に赴いて行われるが、医療資源の少ない地域に属するものであって、やむを得

ない事情により、医療機関に赴くことができないときは、ビデオ通話を用いて共同指導を行った場合でも算定可能である。

退院時共同指導料の算定回数（回数／各年６月審査分）

出典：社会医療診療行為別統計（各年６月審査分） 71
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退院時における保険医療機関と薬局の連携

 退院時薬剤情報管理指導料について、患者の退院時における保険医療機関から保険薬局への
情報提供に関する記載について見直しを行う。

退院時薬剤情報管理指導料

［留意事項通知（抜粋）］

（１） 退院時薬剤情報管理指導料は、医薬品の副作用や相互作用、重複投薬を防止するため、患者の入院時に、必要に応じ
保険薬局に照会するなどして薬剤服用歴や患者が持参した医薬品等（医薬部外品及びいわゆる健康食品等を含む。）を確認
するとともに、入院中に使用した主な薬剤の名称等について、患者の薬剤服用歴が経時的に管理できる手帳（区分番号「Ｂ０１
１―３」薬剤情報提供料の（２）に掲げる手帳をいう。以下同じ。）に記載した上で、患者の退院に際して当該患者又はその家族

等に対して、退院後の薬剤の服用等に関する必要な指導を行った場合に、退院の日１回に限り算定する。なお、ここでいう退院
とは、第１章第２部通則５に規定する入院期間が通算される入院における退院のことをいい、入院期間が通算される再入院に
係る退院日には算定できない。

（２）、（３）略

（４） 患者の退院に際して、当該患者又はその家族等に、退院後の薬剤の服用等に関する必要な指導（保険医療機関を受診
する際や保険薬局に処方箋を提出する際に手帳を掲示する旨の指導を含む。）を行うとともに、退院後の療養を担う保険医療
機関での投薬又は保険薬局での調剤に必要な服薬の状況及び投薬上の工夫に関する情報について、手帳に記載すること。
なお、退院後、在宅療養を必要とする患者であって、手帳にかかりつけ薬剤師の氏名が記載されている場合は、退院後の薬
学的管理及び指導に関しかかりつけ薬剤師への相談を促すように努めること。

また、入院時に当該患者が持参した医薬品の服薬状況等について保険薬局から提供を受けた場合には、患者の退院に際
して、患者の同意を得たうえで、当該保険薬局に対して当該患者の入院中の使用薬剤や服薬の状況等について情報提供す
ること。

平成30年度診療報酬改定
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３．働き方に関する調査 ①薬局の施設調査

はい

238(16.2%)

いいえ
1,077(73.2%)

無回答
157(10.7%)

n=1,472

○ かかりつけ患者等の入院時、医療機関へお薬手帳以外の書面を用いて
情報提供を行うことがある割合は16.2％であった。

○ このうち、平成31年１月～令和元年12月の１年間における情報提供の
きっかけは、「入院先の医療機関から問い合わせ等があったため」が
71.0％で最も多い。

２．薬局 (3)医療機関等との連携体制
（患者入院時の医療機関への情報提供）

169

57

49

8

10

10

(71.0％)

(23.9％)

(20.6％)

(3.4％)

(4.2％)

(4.2％)

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

0 50 100 150 200 250

入院先の医療機関から問い合わせ等があったため

入院予定先の医療機関から情報提供があったため

患者が入院予定先を教えてくれたため

入院先以外の患者のかかりつけの医師等から情報

提供があったため

その他

無回答

n=238 （複数回答）

（件）(薬局)

情報提供の有無 情報提供のきっかけ

第９回 薬剤師の養成及び
資質向上等に関する検討会

令和３年６月４日 参考資料２

73



３．働き方に関する調査 ①薬局の施設調査

155

74

25

14

3

10

44

(47.7％)

(22.8％)

(7.7％)

(4.3％)

(0.9％)

(3.1％)

(13.5％)

0.0 20.0 40.0 60.0

0 50 100 150 200 250

0回

1回

2回

3回

4回

5回以上

無回答

はい

325(22.1%)

いいえ
973(66.1%)

無回答

174(11.8%)

n=1,472 n=325

（件）

○ かかりつけ患者等の退院時、医療機関から情報を共有する体制がある
割合は22.1％であった。

○ このうち、平成31年1月～令和元年12月の１年間における医療機関か
らの情報提供の手段としては「医療機関主体による、書面での提供を
待つ」が61.8％と最も多い。

２．薬局 (3)医療機関等との連携体制
（患者退院時の医療機関からの情報提供）

201

101

64

26

34

(61.8％)

(31.1％)

(19.7％)

(8.0％)

(10.5％)

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

0 50 100 150 200 250 300

医療機関主体による、書面での提供を待つ

薬局から医療機関に問い合わせる

医療機関主体の退院時カンファレンスに参加する

その他

無回答

n=325 （複数回答）

（件）

情報提供の有無 情報提供の手段

(薬局)

第９回 薬剤師の養成及び
資質向上等に関する検討会

令和３年６月４日 参考資料２
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３．働き方に関する調査 ①薬局の施設調査

17

2

0

0

0

4

(73.9％)

(8.7％)

(0.0％)

(0.0％)

(0.0％)

(17.4％)

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

0 10 20 30

1回

2回

3回

4回

5回以上

無回答

参加した
23(1.6%)

参加したかったが、

会議の実施がなかった
324(22.0%)

普段から参加

していない
887(60.3%)

無回答
238(16.2%)

n=1,472 n=23

（件）

○ 令和２年９月における退院時カンファレンスへの参加実績は1.6％で
あったが、「参加したかったが会議実績がなかった」が22.0％であり、
参加意思のある薬局が約２割であった。

○ 参加実績のある薬局のうち、参加回数は「１回／１カ月」が最も多い
（73.9％）。

２．薬局 (3)医療機関等との連携体制
（関係会議等への参加①（退院時カンファレンス））

参加実績の有無 参加回数

(薬局)

第９回 薬剤師の養成及び
資質向上等に関する検討会

令和３年６月４日 参考資料２
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76

（１）患者が入院する際に、医療機関に代わって
持参薬の確認と整理等を行っているか

（２）持参薬の確認方法

保険薬局における入院前の持参薬整理

○ 患者が入院する際に、医療機関に代わって持参薬の確認と整理等を行っているかについては、「はい」が約16.2％
であった。また、持参薬の確認方法については、「お薬手帳」が約90.2％で最も多く、次いで「現品の確認」が約
69.9％であった。

出典：薬局の機能に係る実態調査（令和元年度医療課委託調査）

18.3%

39.9%

0.0%

2.6%

4.6%

34.0%

0.0%

0.7%

21.2%

42.5%

0.9%

1.5%

4.4%

29.3%

0.1%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1. 主に近隣にある特定の病院の処方箋を応需している薬局

2. 主に近隣にある特定の診療所の処方箋を応需している薬局

3. 同一敷地内にある病院の処方箋を応需している薬局

4. 同一敷地内にある診療所の処方箋を応需している薬局

5. 主に複数の近接する特定の保険医療機関（いわゆる医療

モールやビル診療所など）の処方箋を応需している薬局

6. 様々な保険医療機関からの処方箋を応需している薬局

7. その他

無回答

はい（n=153） いいえ（n=779）

回答した薬局の内訳
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16.8%

82.9%

0.3%

入院前に薬局に

患者の持参薬の整理を依頼すること

整理を依頼することがある

整理を依頼することはない

無回答

26.8%

38.8%

5.2%

3.8%

13.7%

56.7%

13.7%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

患者が複数の薬局を利用しており、依頼の調整が難しいから

薬局が対応可能かどうか分からないから

対応できる薬局がないから

患者が希望しないから

依頼の必要性を感じないから

自院の薬剤部（薬局）で整理するから

その他

無回答

▼薬局に持参薬の整理を依頼しない理由

医療機関における入院時の持参薬整理①

○ 入院前に持参薬の整理を依頼しない理由としては「自院の薬剤部（薬局）で整理するから」や「薬局が対応可能
かどうか分からないから」といった回答が多かった。

○ 入院時に薬局に担ってほしい支援としては「普段の服用状況、副作用の状況等の情報提供」、「持参薬の管理」や
「重複投薬等の有無の確認」といった回答が多かった。

72.6%

25.6%

1.7%

入院時に薬局に担ってほしい支援

ある ない 無回答

76.1%

72.2%

84.3%

9.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

持参薬の管理

重複投薬等の有無の確認

普段の服用状況、副作用の状況等の情報提供

その他

無回答

▼入院時に薬局に担ってほしい支援の内訳

（回答病院数=351）

（回答病院数=351）

（回答病院数=291，複数回答）

（回答病院数=255，複数回答）

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（R3かかりつけ薬剤師調査）速報値
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医療機関における入院時の持参薬整理②

○ 病院において持参薬整理の際に困ることとしては、「持参薬を整理するのに時間がかかる」や「処方意図が不明な薬
がある」といった回答が多かった。

○ 病院において持参薬整理の際に必要な情報としては、「他医療機関への受診状況」、「入院前に中止している医
薬品」や「服用中だが持参していない薬」といった回答が多かった。

69.5%

69.5%

35.6%

72.9%

42.4%

50.8%

57.6%

6.8%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

処方意図が不明な薬がある

一包化・粉砕により薬の種類が不明

他の家族の薬が混じっている

整理するのに時間がかかる

処方した医療機関・薬局へ聞き取りを行うのが煩雑

患者が持ってこない

保管が不衛生

その他

無回答

▼持参薬の整理の際に困ること

76.3%

52.5%

76.3%

66.1%

52.5%

71.2%

74.6%

76.3%

5.1%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

他の医療機関への受診状況

患者の服薬管理者

入院前に中止している医薬品

患者自身の判断で調節している薬

ＯＴＣ／健康食品等の使用状況

アレルギー歴／副作用歴

持参薬のうち現在使用していない薬

服用中だが持参していない薬

その他

無回答

▼持参薬の整理の際に必要な情報11.9%

93.2%

37.3%

医師 薬剤師 看護師

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

院内の持参薬整理

医師 薬剤師 看護師

（回答病院数=59，複数回答）

（回答病院数=59，複数回答）

（回答病院数=59，複数回答）

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（R3かかりつけ薬剤師調査）速報値



3.2 

2.7 

2.9 

3.2 

3.1 

3.1 

3.1 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

入院時における薬局薬剤師との情報連携において

薬局薬剤師からの情報提供文書の有用性※１

ア. 持参薬確認の負担軽減につながった

イ. 薬剤総合評価調整加算等への取組みに活かされた

ウ. 持参薬が起因する医療事故のリスク軽減につながった

エ. カルテへの持参薬内容の反映がスムーズになった

オ. 病棟薬剤業務の充実につながった

カ. 薬剤管理業務の充実につながった

キ. 調剤業務の円滑な実施につながった

※１ １：思わない、２：どちらかといえば思わない、３：どちらかといえばそう思う、４：そう思う

3.6 

3.2 

3.5 

3.5 

3.6 

3.1 

3.1 

3.0 

2.9 

3.2 
3.0 

3.4 

3.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

これまで薬局薬剤師から提供された情報提供文書に

ついて、有用であった内容※２

ア. 処方の経緯（処方追加、増減量、中止など）
イ. 症状の経過
ウ. 服薬状況
エ. 特殊な調剤方法
オ. 実際の服用法（頓服、外用、調節服用など）
カ. アレルギー、副作用歴
キ. 禁忌などの相互作用
ク. 患者のADL
ケ. 嚥下状態
コ. 本人・家族について
サ. 検査値
シ. 入院前の薬物療法の評価
ス. 投与経路

（入院時に薬局薬剤師から情報提供文書
を受けたことがある病院薬剤師=11）

※２ １：有用でない、２：どちらかといえば有用でない、３：どちらかといえば有用である、４：有用である

医療機関における入院時の持参薬整理③

○ 入院時における薬局薬剤師からの情報提供文書については、「持参薬確認の負担軽減につながった」や「持参薬が
起因する医療事故のリスク軽減につながった」といった回答が多かった。

（入院時に薬局薬剤師から情報提供文書
を受けたことがある病院薬剤師=11）

出典：平田恭洋ら，レギュラトリーサイエンス学会誌, 12巻1号掲載予定（2022年1月末発刊予定） 79
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保険薬局と保険医療機関との連携について

80

・ 糖尿病患者のフォローアップや吸入薬指導を薬局に指示した場合、保険医療機関が感じるメリットとしては、
「患者が正しく使用できるようになった」、「アドヒアランスが向上した」や「状況の報告が診療の参考になっ
た」といった回答が多かった。
・ 特定薬剤管理指導加算２の届出を行っていない理由としては、「対象となる患者がいないため」や「満たすこと
が難しい要件があるため」といった回答が多かった。
・ 退院時共同指導料の薬局での算定回数は増加傾向にあるが、多くない。
・ 病院が入院時に薬局に担ってほしい支援としては「普段の服用状況、副作用の状況等の情報提供」、「持参薬の
管理」や「重複投薬等の有無の確認」といった回答が多かった。



３．対人業務に係る評価について
① 総論

② かかりつけ薬剤師・薬局の推進について

③ 重複投薬、ポリファーマシー及び残薬等への対応に係る評価

④ 保険薬局と保険医療機関との連携について

⑤ 医療的ケア児の薬学的管理について
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○ 小児は服薬支援、粉砕等複雑な調剤が必要になることが多い。
○ 粉砕調剤や分包の方法など院内ルールでの調剤が行われることもあり、地域との薬物療法をシームレスにつなぐ必要

がある。
○ 医療的ケア児、 小児慢性特定疾病等、在宅医療は高齢者だけではなく、小児医療での介入も必須である。

出典：第２回成育医療等協議会 日本薬剤師会提出資料（令和2年3月26日）
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小児の薬物療法に関する情報の特徴



（令和３年２月９日閣議決定）

Ⅱ 成育医療等の提供に関する施策に関する基本的な事項
１ 成育過程にある者及び妊産婦に対する医療
（２）小児医療等の体制

・ ＮＩＣＵを退院した医療的ケア児等が療養・療育できるよう、在宅療養後方支援病院の設置
やレスパイトの受入れ体制の確保を促進するなど、小児在宅医療体制を整備するとともに、
周産期医療体制の充実を図る 。

・ 小児医療等における専門的な薬学管理に対応するため、医療機関・薬局の医療従事者間
の連携を推進する。

83

「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針」について



児童福祉法の改正

第五十六条の六第二項

「地方公共団体は、人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある

障害児が、その心身の状況に応じた適切な保健、医療、福祉その他の各関連分野の支援を受けられるよう、保健、

医療、福祉その他の各関連分野の支援を行う機関との連絡調整を行うための体制の整備に関し、必要な措置を

講ずるように努めなければならない。」

＊ 画像転用禁止

（平成28年5月25日成立・同年6月3日公布）

（出典：厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業「医療的ケア児に対する実態調査と医療・福
祉・保健・教育等の連携に関する研究（田村班）」及び当該研究事業の協力のもと社会医療診療行為別統計
（各年６月審査分）により障害児・発達障害者支援室で作成）

⃝ 医療的ケア児とは、医学の進歩を背景として、ＮＩＣＵ等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や

経管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な児童のこと。

⃝ 全国の医療的ケア児（在宅）は約２万人〈推計〉

○ 歩ける医療的ケア児から寝た
きりの重症心身障害児※1まで
いる。

○ 生きていくために日常的な医
療的ケアと医療機器が必要
例）気管切開部の管理、人工
呼吸器の管理、吸引、在宅酸
素療法、胃瘻・腸瘻・胃管から
の経管栄養、中心静脈栄養
等

※1：重症心身障害児とは重度の知的障害と
重度の肢体不自由が重複している子ども
のこと。全国で約43,000人（者も含まれて
いる）。［岡田.2012推計値］

医療的ケア児について

※ 児童福祉法上の児童の定義は満18歳に満たない者であるが、社会医療診療行為別統計は5歳ごとの年齢階級別の統計となっていることから、医療的ケア児数（推計値）は20歳未満の者を含む。

9,987 

9,967 

8,438 

10,413 

13,968 

10,702 

14,886 

13,585 

15,892 

16,575 

17,209 

18,272 

18,951 

19,712 20,155 

19,238 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

在宅の医療的ケア児の推計値（０～19歳）※（人）

令和３年度医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議

（R3.9.29） 資料１－１
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130

145

77

82

104

538

129

98

24

18

74

343

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

0歳～6歳未満

6歳以上12歳未満

12歳以上15歳未満

15歳以上18歳未満

18歳以上

Total

外来 訪問

出典：医療的ケア児に対する薬学的ケアの実態調査（日本薬剤師会）

○ 薬剤管理指導を行っている医療的ケア児（881例）のうち、外来で薬剤管理指導を行っている患者は538例、訪
問で薬剤管理指導を行っている患者は343例であった。

年齢階級別の医療的ケア児数

年齢階級別の薬剤管理指導を行っている医療的ケア児数（n=881，回答薬局数＝207）
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出典：川名三知代ら，小児臨床薬理学会雑誌，32(1)，21-27 (2019).

医療的ケア児の調剤に係る平均所要時間

○ 医療的ケア児（183例）の調剤に係る平均所要時間は約137.4分であった。

調剤に係る所要時間（回答薬局数＝132）

137.4

12.41

0 20 40 60 80 100 120 140

医療的ケア児（n=183）

（参考）通常の場合

(分/回)

C：1日4回(7時, 15時, 19時, 23時)の各注入分と
適宜調整の①⑦(別薬袋とする)

A：処方内容（下線がハイリスク薬）総包数：660包 B：注入タイミングごとにまとめる
（23時注入分の②③④⑤⑧)

処方内容の例

86

※１

※１
処方入力や処方薬の取り揃えの時間も含めて、

計量・分包・調製を行い薬袋に入れるまでにかかる
時間の平均。
（出典）医療的ケア児に対する薬学的ケアの実態調査

（日本薬剤師会）（令和３年度）

※２
処方箋１枚あたりの受付・薬袋準備、薬歴確

認・処方箋監査、計数調剤、監査、薬剤交付・服
薬指導にかかる時間の平均。
（出典）タイムスタディ調査（令和２年度薬剤師の需給動

向把握事業）

※２

（再掲）



0 20 40 60 80 100 120

規格単位（1錠・半錠・1カプセル）に満たない薬用量の調節（粉砕・脱カプセル）

散剤の配合変化や使用状況に配慮して混合せずに別包とする判断

誤薬や服用忘れを防ぐための散剤の服用時点毎の計量混合（一包化のイメージ）

ハイリスク薬の粉砕・脱カプセルによる曝露やコンタミへの対策

複数の薬包を服用時点ごとにまとめる工夫（ホチキス・輪ゴム・ケース使用等）

経鼻チューブの閉塞を避ける配慮（脱カプセルや錠剤のコーティングの除去等）

高カロリー輸液への微量元素やビタミン等の注射薬の混注における配合変化や手順の配慮

1アンプル、1バイアル、1袋の規格で対応できない注射薬の薬用量の調節

中心静脈栄養輸液セット・針、PCAポンプ等まで含めた処方設計支援

患児の成長に合わせた輸液の重量調節（1日量を小分けにする等）

気管切開を受けている患児の吸入指導

末梢輸液への微量元素やビタミン等の注射薬の混注における配合変化や手順の配慮

成人期移行（発達段階を考慮した患児と家族の自立支援や成人診療科への転科）の準備

人工呼吸器を使用している患児の吸入指導

ポンプで注入する医療用麻薬の薬液濃度の計算と処方提案

その他

医療的ケア児の調剤を行う上で配慮すべき薬学的管理

○ 医療的ケア児の調剤を行う上で配慮すべきこととしては、「粉砕や脱カプセルなどの規格単位に満たない薬用量の調
節」、「散剤の配合変化等による別包包装」や「ハイリスク薬の粉砕・脱カプセルによる曝露やコンタミへの対策」などの
調剤上の対応が回答として多かった。

出典：医療的ケア児に対する薬学的ケアの実態調査（日本薬剤師会）

医療的ケア児の調剤を行う上で特別に配慮すべき薬学的管理（回答薬局数=207，複数回答）

（件）
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医療的ケア児の調剤を行う上で必要な対応

5%
3%

33%

55%

4%

専用の散剤分包機を使用する

パイルパッカーを使用する

専用の散剤分包機はないが、通常使
用している分包機を閉店後など清掃
時間が十分に確保できる時に使用す
る

専用の散剤分包機を使用したり時間
を分けて使用したりできないが、使
用後の清掃を通常以上に丁寧に行う

その他

コンタミ防止に特に注意が必要な散剤を
分包する場合の対応

2%

9%

6%
75%

8%

ハザード室を使用する

安全キャビネットを使用する

通常の調剤室から区切られた区
画で実施する

通常の調剤室内で換気に気を付
けて実施する

その他

調剤者自身や周囲への曝露対策が
必要な医薬品の調剤環境

出典：医療的ケア児に対する薬学的ケアの実態調査（日本薬剤師会）

○ コンタミ防止に特に注意が必要な散剤を分包する場合、「専用の散剤分包機」や「パイルパッカー」を使用している薬
局は少なく、通常使用している分包機を使用している薬局が多かった。

○ 曝露対策が必要な医薬品を調剤する場合、「ハザード室」や「安全キャビネット」を使用している薬局は少なく、通常
の調剤室内で換気に気を付けて実施している薬局が多かった。

(回答薬局数=130，複数回答) (回答薬局数=146，複数回答)
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医療的ケア児の薬学的管理について

89

・ 薬学的管理指導を行っている医療的ケア児のうち、外来で薬学的管理指導を行っている患者は538例、訪問で薬学
的管理指導を行っている患者は343例であった。
・ 医療的ケア児の調剤に係る平均所要時間は約137.4分であり、処方箋１枚の平均所要時間と比べて長かった。



４．在宅患者訪問薬剤管理指導

に係る評価について
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在宅訪問業務に係る薬局薬剤師と病院薬剤師の連携状況
病院薬剤師との連携が「よくできている」又は「できている」薬局の割合は、26％にとどまる（主治
医、ケアマネージャーとの連携はそれぞれ、74％、68％）。

病院薬剤師と在宅訪問や専門性に関して何らかの情報交換をしている薬局の割合は26％。

また、過去１年間に退院時カンファレンスに参加した薬局は15％。

出典：平成28年度厚労科研「地域のチーム医療における薬剤師の本質的な機能を明らかにする実証研究」（研究代表者今井博久先生）

地域の医療介護系多職種との連携の程度に関する薬局の割合 地域の病院薬剤師と専門性に関する
情報交換をしている薬局の割合 （n=992）

26%
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Ⅰ.（２）③ 地域における医薬品供給体制を確保するための薬局の体制整備

在宅医療における薬剤師の主な役割

患家への医薬品・衛生材料の供給
患者の状態に応じた調剤（一包化、簡易懸濁法、無菌製剤等）
薬剤服用歴管理（薬の飲み合わせの等の確認）
服薬指導・支援
服薬状況と副作用等のモニタリング
残薬の管理
医療用麻薬の管理（廃棄含む）
在宅担当医への処方提案等
ケアマネジャー等の医療福祉関係者との連携・情報共有

在宅患者への最適かつ効果的で
安全・安心な薬物療法の提供

（ 平 成 3 0 年 3 月 2 7 日 ）
規 制 改 革 推 進 会 議
公 開 デ ィ ス カ ッ シ ョ ン
（公社）日本薬剤師会提出資料（抜粋）
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Ⅰ.（２）③ 地域における医薬品供給体制を確保するための薬局の体制整備

在宅医療への移行に伴い薬局が果たす役割

（参考）平成29年度患者のための薬局ビジョン推進事業（埼玉県）
「在宅医療ステップアップガイドブック（Step4）」

１．訪問の依頼
医療機関からの退院時カンファレンスへの参加依頼や病院内地域連携室、地域の他職種からの連絡等による訪問依頼

２．処方の提案
在宅医療において入院時と同様の治療を継続するため、院内における薬物療法の現状や、退院後の生活の情報等を把握した上で、
 輸液セット（輸液ポンプ、チューブ、針など）等の医療材料
 （無菌調剤を行う場合には）配合変化の有無
 薬局で調剤可能な医薬品であるかどうか
等を確認し、治療に必要な処方内容を整理し、医師等にあらかじめ提案

例）高カロリー輸液投与患者

３．無菌調剤の実施

４．薬剤管理指導（訪問）
薬剤の使用方法等の説明、残薬の確認、体調の変化の確認等

５．多職種連携

訪問時の情報を精査した上で、必要な情報については医師、訪問看護、ケアマネ等の多職種と共有し、患者の生活をサポートできる
方法を、検討・提案

院内：
エルネオパNF ２号 1000ml １キット
ガスター 20mg/2ml ２管
プリンペラン 10mg/2ml １管

１日分
フェントステープ 4mg 1枚
アブストラル舌下錠 100μg

院外処方：
１）エルネオパNF ２号 1000ml １キット

ガスター 20mg/2ml ２管
プリンペラン 10mg/2ml １管

中心静脈注射 ７日分
２）フェントステープ 4mg ７枚

１日１枚15時に貼り替え
３）アブストラル舌下錠 100μg １錠

疼痛時（１日４回まで） 20回分
４）テルフュージョン（カフティーポンプ用）チューブセット ２本
５）コアレスニードルセット 22G ２本
６）ヘパフラッシュ 100単位/mlシリンジ10ml ２本

訪問看護
週２回

○ 在宅医療へ移行する際の薬局の関わり方は、入院時の薬物療法をもとに、在宅で可能な薬剤や投
薬に必要な医療材料等を提供するとともに、訪問の際に得られた情報は、家族の看護や多職種の訪問
状況等を踏まえ、患者情報を多職種と共有し、患者の生活をサポートすることが重要。

平成30年７月５日 第４回
医薬品医療機器制度部会

資料１
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項目 内容 点数

○在宅患者訪問薬剤管理指導料
・単一建物診療患者が１人の場合
・単一建物診療患者が２～９人の場合
・単一建物診療患者が１０人以上の場合
（＋麻薬管理指導加算）
（＋乳幼児加算）

医師の指示に基づき、薬剤師が薬学的管
理指導計画を策定し、患家を訪問して、
薬学的管理及び指導を行った場合に算定

６５０点
３２０点
２９０点
（＋１００点）
（＋１００点）

薬剤師１人週
４０回まで
患者1人につき
月４回まで※

○在宅患者オンライン服薬指導料 訪問診療の実施に伴い、処方箋が交付等
されている患者に対して、オンライン服
薬指導を行った場合に算定

５７点 月１回まで

○在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料
１ 計画的な訪問薬剤管理指導に係る疾患の急変
に伴うものの場合

２ １以外の場合
（＋麻薬管理指導加算）
（＋乳幼児加算）

急変等に伴い、医師の求めにより、緊急
に患家を訪問して必要な薬学的管理及び
指導を行った場合に算定

１：５００点

２：２００点
（＋１００点）
（＋１００点）

月４回まで

○在宅患者緊急時等共同指導料
（＋麻薬管理指導加算）
（＋乳幼児加算）

急変等に伴い、医師の求めにより、医師
等と共同でカンファレンスを行い、緊急
に患家を訪問して必要な薬学的管理及び
指導を行った場合に算定

７００点
（＋１００点）
（＋１００点）

月２回まで

○在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料
・残薬調整に係るもの以外
・残薬調整に係るもの

重複投薬、相互作用の防止等の目的で、
処方医に対して照会を行い、処方に変更
が行われた場合に算定

４０点
３０点

○（調剤料）在宅患者調剤加算 基準を満たした薬局において、在宅患者
の処方箋1枚につき加算

１５点

薬局における訪問薬剤管理指導業務（診療報酬）

※末期の悪性腫瘍の患者等の場合は
週２回かつ月８回まで

○ 居宅療養管理指導費（薬局の薬剤師が行う場合）
・単一建物居住者が１人の場合 517単位 （麻薬指導加算 ＋100単位）
・単一建物居住者が２～９人の場合 378単位 （麻薬指導加算 ＋100単位）
・単一建物居住者が１０人以上の場合 341単位 （麻薬指導加算 ＋100単位） 94

（参考）
介護報酬



○ 無菌製剤処理加算の評価を見直す。

○ 無菌調剤室を共同利用した場合の費用について、無菌調剤室を提供する薬局と処方箋受付薬局の両者
の合議とすることを明確にする。

無菌製剤処理加算

○ 乳幼児に対する業務の評価を新設する（医療機関の薬剤師が実施する場合も同様）。

乳幼児加算（在宅患者訪問薬剤管理指導料等） １００点

［算定要件］
在宅で療養を行っている６歳未満の乳幼児であって、通院が困難なものに対して、患家を訪問して、直接患者又はその
家族等に対して薬学的管理及び指導を行った場合は、乳幼児加算として、１回につき１００点を所定点数に加算する。

乳幼児に対する評価

現行

中心静脈栄養法用輸液 １日につき６５点
（６歳未満の乳幼児は１３０点）

抗悪性腫瘍剤 １日につき７５点
（６歳未満の乳幼児は１４０点）

麻薬 １日につき６５点
（６歳未満の乳幼児は１３０点）

改定後

中心静脈栄養法用輸液 １日につき６７点

（６歳未満の乳幼児は１３５点）

抗悪性腫瘍剤 １日につき７７点

（６歳未満の乳幼児は１４５点）

麻薬 １日につき６７点

（６歳未満の乳幼児は１３５点）

効率的で質の高い在宅薬剤管理指導業務の推進②
平成30年度診療報酬改定
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令和２年度

在宅患者訪問薬剤管理指導料の算定薬局数

乳幼児加算の算定薬局数

561

○ 在宅業務を実施している薬局が増加している。

居宅療養管理指導費算定薬局数（介護保険）

注）在宅療養を行っている患者に係る薬剤管理指導については、対象患者が要介護又は要支援の認定を受けている場合には介護保険扱いと
なり、認定を受けていない場合には医療保険扱いとなる。

薬局数（千）

在宅患者訪問薬剤管理指導料算定薬局数（医療保険）

薬局数（千）

7,374

8,512

〔出典〕在宅患者訪問薬剤管理指導料算定薬局数（医療保険）については、NDBデータ
居宅療養管理指導費算定薬局数（介護保険）については、厚生労働省老健局老人保健課で特別集計 96

在宅患者に対する訪問薬剤管理を行う薬局数の推移
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462 
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641 
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908 
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1,220 
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在宅患者訪問薬剤管理指導料（医療保険） 居宅療養管理指導費等（介護保険）

出典）社会医療診療行為別統計及び介護給付費実態調査を基に医療課で作成

回
数
（
万
）

注）在宅療養を行っている患者に係る薬剤管理指導については、対象患者が要介護又は要支援の認定を受けている場合には介護保険扱いと
なり、認定を受けていない場合には医療保険扱いとなる。

○ 医療保険における「在宅患者訪問薬剤管理指導料」の算定回数は横ばいだが、介護保険における「居宅療養管
理指導」に係る算定回数は伸びている。全体として薬剤師による在宅薬剤管理は進んでいる。
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薬局における在宅患者訪問薬剤管理指導の実施状況
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在宅薬剤管理のケース別実施状況

4.0%

10.3%
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10.8%
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12.2%
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30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

 在宅対応のケース別実施実績の有無（薬局調査）  実施実績のある薬局における平均実施回数

（無回答を除き算出、複数回答）

平成29年7月（n=902）

平成29年度医療課委託調査（薬局の機能に係る実態調査）

（回/月）

○ 在宅薬剤管理（医療及び介護）のケース別の実施状況を見ると、認知症患者への対応が比較的多く見られ
るが、小児や末期がんの患者などへの対応も一定程度認められる。無菌製剤については、実施している薬局
は限られるが、実施薬局当たりの平均実施回数は多い。
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36.9 63.1 

あり なし

24.9
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19.1
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4.4

7.2

0.4

0.2

6.0

31.8

0 10 20 30 40

算定要件を満たさない臨時処方薬の指導・管理のため

間隔が6日以上空かないため

主治医以外の他科からの処方薬の指導・管理のため

医師の往診に同行したため

医療材料等の配達のみであるため

保険薬剤師1人につき週40回を超えたため

医師の指示・同意を得ていないため

患者（利用者）の同意を得られていないため

ケアマネジャーの同意を得られていないため

月4回（末期の悪性腫瘍及び中心静脈栄養法以外）を超えたため

月8回（末期の悪性腫瘍）を超えたため

月8回（中心静脈栄養法）を超えたため

その他

特になし

（２）算定できなかった理由（複数回答）（無回答除く）（n=503）※１

出典
※１：令和元年度 老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業

「地域包括ケアシステムにおける薬剤師の在宅業務の在り方に関する調査研究事業」
※２：薬局の機能に係る実態調査（令和３年度医療課委託調査）速報値

（１）在宅患者訪問薬剤管理指導料又は居宅療養管理指導費を
算定出来なかった回数（薬局数=752）※１

算定できな

かった回数

17%

83%

○ 在宅患者訪問薬剤管理指導料等を算定できなかった回数の割合は約17％であった。
○ 算定できなかった理由として、「算定要件を満たさない臨時処方薬の指導・管理のため」、「間隔が
６日以上空かないため」、「主治医以外の他科からの処方薬の指導・管理のため」の回答が多かった。

○ 在宅患者訪問薬剤管理指導料の届出薬局のうち、約36.9％の薬局において、在宅を担当する医師以外
の指示による訪問が行われていた。

在宅患者訪問薬剤管理指導料等を算定できなかった理由

99

（％）

（３）在宅を担当する医師以外の指示による訪問（在宅患者訪問薬剤
管理指導料の届出薬局=681）※２



在宅患者訪問薬剤管理指導に係る評価について

100

・在宅業務を実施している薬局は増加傾向にある。また、医療保険における「在宅患者訪問薬剤管理指導料」の算定
回数は横ばいだが、介護保険における「居宅療養管理指導」に係る算定回数は伸びており、全体として薬剤師によ
る在宅薬剤管理は進んでいる。
・ 在宅患者訪問薬剤管理指導料等を算定できなかった理由としては、「算定要件を満たさない臨時処方薬の指導・
管理のため」、「間隔が６日以上空かないため」、「主治医以外の他科からの処方薬の指導・管理のため」という
回答が多かった。また、在宅患者訪問薬剤管理指導料の届出薬局のうち、約36.9％の薬局において、在宅を担当す
る医師以外の指示による訪問が行われていた。



調剤（その２）に係る論点

【かかりつけ薬剤師・薬局の推進について】
○ 薬剤服用歴管理指導料について、薬剤種類数が多い場合に服薬指導の事項が増え内容が複雑

になることから説明時間が長くなることを踏まえ、その評価についてどのように考えるか。
○ 薬剤情報の一元的な把握による薬学的管理の評価について、どのように考えるか。

【重複投薬、ポリファーマシー及び残薬等への対応に係る評価】
○ 保険薬局における重複投薬の解消を推進する観点から、服用薬剤調整支援料の在り方につい

て、どのように考えるか。

【保険薬局と保険医療機関との連携について】
○ 調剤後のフォローアップにより患者の状況等を把握し、保険医療機関に情報提供を行った場

合の評価について、どのように考えるか。
○ 退院時共同指導料の算定状況等をふまえ、現行の算定要件等についてどのように考えるか。
○ 保険医療機関と保険薬局の連携を強化し、より質の高い医療を提供する観点から、入退院時

における保険医療機関と保険薬局の取組の評価について、どのように考えるか。

【医療的ケア児の薬学的管理について】
○ 医療的ケア児等については、調剤を行う上での薬学的管理に考慮が必要な事項が多く内容が

複雑であることを踏まえ、小児患者に対する薬学的管理指導の評価についてどのように考え
るか。

【在宅患者訪問薬剤管理指導に係る評価について】
○ 在宅患者に対して、当該患者の在宅療養を担う医師と連携した他の医療機関の医師の指示に

基づき、訪問薬剤管理指導を実施した場合の評価についてどのように考えるか。 101
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令和２年度診療報酬改定

（全般的事項）
１ 近年、診療報酬体系が複雑化していることを踏まえ、患者をはじめとする関係者にとって分かりやすいものとなるよう検討すること。

（働き方改革）
２ 医師・医療従事者の働き方改革を推進し、地域医療を確保するための取組に係る今回改定での対応について、その効果等を検証・調
査するとともに、適切な評価の在り方について引き続き検討すること。

（入院医療）
３ 一般病棟入院基本料、療養病棟入院基本料等の入院基本料や、特定集中治療室管理料、地域包括ケア病棟入院料、回復期リハビリ
テーション病棟入院料等の特定入院料に係る、入院患者のより適切な評価指標や測定方法等について、引き続き検討すること。

４ 救急医療管理加算の見直しの影響を調査・検証し、患者の重症度等に応じた救急医療の適切な評価の在り方について引き続き検討す
ること。

（ＤＰＣ／ＰＤＰＳ）
５ 急性期の医療の標準化をすすめるため、病院ごとの診療実態を把握するとともに、医療資源投入量等の指標とその活用方法について
引き続き検討すること。

（かかりつけ機能、精神医療、生活習慣病等）
６ かかりつけ医機能を有する医療機関との連携の評価の新設等の影響を調査・検証すること。また、かかりつけ医機能を有する医療機関
と専門医療機関との機能分化・連携強化に資する評価の在り方について引き続き検討すること。

７ 地域における質の高い在宅医療と訪問看護の提供体制の確保に資する評価の在り方について、引き続き検討すること。
８ 妊産婦に対する診療の適切な評価について引き続き検討すること。
９ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価について引き続き検討すること。
10 依存症に対する管理料等の評価の見直しの影響を調査・検証し、適切な評価の在り方について引き続き検討すること。
11 オンライン診療料の見直しや、オンライン服薬指導の評価の新設に係る影響を調査・検証し、ＩＣＴを活用した診療や薬学的管理等の評
価の在り方について引き続き検討すること。
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（医薬品の適正使用）
12 重複投薬、ポリファーマシー及び残薬等への対応に関して、影響を調査・検証し、引き続き検討すること。
13 ＡＭＲアクションプランの進捗状況及び抗微生物薬適正使用の手引きの見直し状況等を踏まえ、外来における抗菌薬の処方状況等に
ついて把握・分析し、抗菌薬の適正使用のための新たな方策を講ずる等抗菌薬の使用量の更なる削減を推進すること。

14 病院内における医学的妥当性や経済性の視点も踏まえた処方の取組について、院内における実施体制や実施方法等の実態把握や
分析等を進めること。

（歯科診療報酬）
15 院内感染防止対策に係る初診料・再診料の見直しの影響を把握し、院内感染防止対策の推進に資する評価の在り方について引き続
き検討すること。

16 口腔疾患の長期的な管理を含めた継続的管理の実施状況等を調査・検証するとともに、診診連携及び病診連携の在り方等について
引き続き検討すること。

（調剤報酬）
17 調剤基本料、調剤料及び薬学管理料の評価の見直しによる影響や、かかりつけ薬剤師・薬局の取組状況を調査・検証し、薬局の地域

におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、対物業務から対人業務への構造的な転換を推進するための調剤報酬の在り方について
引き続き検討すること。

（後発医薬品の使用促進）
18 バイオ後続品を含む後発医薬品使用の更なる推進のために、医療機関や薬局における使用状況を調査・検証し、薬価の在り方や診療
報酬における更なる使用促進策について引き続き検討すること。

（医療技術の評価）
19 医療技術の高度化や専門化に対応して、費用対効果の観点を踏まえつつ、イノベーションの評価等がより適切となるよう引き続き検討
すること。

（その他）
20 医療機関と関係機関との連携の下で提供される医療について、その実態に応じた報酬の在り方について引き続き検討すること。
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「経済財政運営と改革の基本方針2021」等について

「規制改革実施計画2021」（令和３年6月18日閣議決定）抄

薬局における薬剤師の対人業務を充実させるため、調剤技術の進歩や医薬品の多様化等の変化を踏まえ、調剤に係る業務プロセスの在り方を含め、医
療安全を確保しつつ調剤業務の効率化を進める方策を検討し、必要な見直しを行う。【令和３年度検討開始、早期に結論】

調剤業務の効率化

「経済財政運営と改革の基本方針2021」（令和３年6月18日閣議決定）抄

かかりつけ薬剤師・薬局の普及を進めるとともに、多剤・重複投薬への取組を強化する。症状が安定している患者について、医師及び薬剤師の適切な連携
により、医療機関に行かずとも、一定期間内に処方箋を反復利用できる方策を検討し、患者の通院負担を軽減する。

かかりつけ薬剤師・薬局の普及、多剤・重複投薬、処方箋の反復利用

「成長戦略フォローアップ2021」（令和３年６月18日閣議決定）（関係部分抜粋）

医療機関及び薬局が、患者の直近の資格情報等を直ちに確認できる「オンライン資格確認」の本格運用を2021年10月までに開始する。あわせて、医療
機関及び薬局のシステム整備を着実に進め、2023年３月末までに概ね全ての医療機関及び薬局へのシステムの導入を目指す。

レセプトに基づく薬剤情報や特定健診情報といった患者の保健医療情報を全国の医療機関等が確認できる仕組みについては、特定健診情報は遅くとも
2021年10月までに、また、薬剤情報についても同月から確認できるようにする。さらに、手術の情報など対象となる情報を拡大し、2022年夏を目途に確
認できるようにする。

オンライン資格確認等システムを基盤とした電子処方箋の仕組みについて、実施時における検証も含め、安全かつ正確な運用に向けた環境整備を行い、
2022年度から運用開始する。

オンライン服薬指導については、今回の新型コロナウイルス感染症の感染拡大に際しての時限的措置の実績を踏まえ、2021年夏を目途に医薬品医療機
器等法に基づくルールの見直しの検討を行うとともに、オンライン服薬指導に係る診療報酬の評価の検証を行い、必要な見直しの検討を行う。

オンライン服薬指導、オンライン資格確認、電子処方箋等

「規制改革実施計画2021」（令和３年6月18日閣議決定）抄

• オンライン診療・服薬指導については、新型コロナウイルス感染症が収束するまでの間、現在の時限的措置を着実に実施する。【新型コロナウイルス感染
症が収束するまでの間、継続的に実施】

• オンライン服薬指導については、患者がオンライン診療又は訪問診療を受診した場合に限定しない。また、薬剤師の判断により初回からオンライン服薬指
導することも可能とする。介護施設等に居住する患者への実施に係る制約は撤廃する。これらを踏まえ、オンライン服薬指導の診療報酬について検討す
る。 【令和３年度から検討開始、令和４年度から順次実施】

• オンライン資格確認等システムを基盤とした電子処方箋システムの運用を開始するとともに、薬剤の配送における品質保持等に係る考え方を明らかにし、
一気通貫のオンライン医療の実現に向けて取り組む。【令和３年度から検討開始、令和４年度から順次実施】

オンライン服薬指導等
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